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1 本研究の目的

本研究の目的は、(I)空間的な広がりをもち、かつ非線形性や不確定性（不確実

性）が内在する複雑な動的システムのダイナミクスの情報を抽出するための数理

モデルを作成し、(II)そのモデルパラメータを偏見無く同定する方法を考案し、さ

らに、(III) 得られた複雑なシステムダイナミクスの時間及び空間情報を圧縮して、

(IV)物理的なメカニズムの解明やシステムの制御に応用することである。

システムダイナミクスの基礎物理方程式の計算機による直接数値計算が隆盛を

極める今日、このようなシステムの表現手法の有効性について、疑問をもたれる

方が居られるかもしれない。しかし、現在の科学・工学の水準でも (1)システムが

複雑過ぎて、基礎式は存在しても数値解析が極めて困難な脳活動や経済活動では、

依然として現象論的な確率微分方程式による解析がおこなわれている。(2)理論や

実験観測上の限界から、基礎方程式自体に近似や平均化／粗視化が導入されてお

り、かつこれらが、モデルの精度に無視できない影響を与えている場合にはやは

り現象論的な確率微分方程式に依存している場合が多い。

本研究の対象とする “空間依存性のある複雑な動的システム”として、沸騰水型

原子炉 (BWR)で生ずる出力振動現象をとりあげた。BWRの出力振動は、ここ 10

数年、原子炉の安全性における一つの大きな検討テーマであり [1]、そのメカニズ

ムや解析手法について多くの研究がなされた。しかし、これらの研究では、本論

で明らかにするような、中性子の観測信号に潜む「非線形性」や不確定性が具現

した結果としての「揺らぎの情報」を十分に取り扱えていない。通常の BWRの

運転モードは、非線形性や不確実性の影響が小さい安定度の極めて大きい領域に

制限されているが、将来、この過剰な安全裕度を低減する場合に、非線形性や不

確実性の影響が顕在化するため、これらの影響を考慮したダイナミクスの本質と

内在する情報の質を研究しておく価値は大きいと考えられる。

本研究では、BWRの出力振動現象発生時の中性子時系列信号を対象として、(a)

システムの非線形性、揺らぎ特性（不確定性）を的確に抽出できる数理モデルを

構築し、(b)観測される中性子ゆらぎデータのみに基づく情報から、偏見無くパラ
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メータまで同定する（原子炉工学的なモデルおよび核定数等を用いない）。　さら

に、このような方法で構築したモデルに縮約された情報から読みとれるシステム

特性から、非線形性や揺らぎがシステムダイナミクスに及ぼす影響を明らかにす

る。さらに、構築した数理モデルをもとに、出力振動モードの発現機構の数理的

な構造を解明するための試みを行う。
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2 BWRの発振現象

2.1 原子炉の出力動特性

周知のように、核分裂型原子炉は、中性子を仲立ちとして核分裂の連鎖反応を

持続させるシステムである。原子炉における核分裂連鎖反応の振る舞い、言い換

えれば原子炉出力の挙動は、核燃料の状態、減速材・冷却材の温度や相状態、原

子炉炉心からの中性子の漏れといった要因に影響されて、空間的・時間的に変動

する。すなわち、原子炉は、空間依存性を持つ複雑な動的システムである。動的

なシステムの設計においては、一般に、その動的安定性に大きな配慮が払われる

が、原子炉においてもこれは例外ではない。加えて、原子炉においては、その安

全性の確保が他産業の装置以上に重要であると考えられていることから、外部の

制御手段に頼ることなく、原子炉本来が持っている物理的な性質によって動的安

定が保たれる（「固有の出力抑制特性を持つ」と呼ばれる）ことが原子炉設計にお

いて求められている。

我が国の原子力発電用原子炉の大部分を占める、軽水を減速材および冷却材と

して用いる軽水炉においては、固有の出力抑制特性は以下の３つの出力フィード

バック特性が負になるように設計されることで確保されている。

(a)燃料温度（ドップラー）フィードバック

(b)減速材／冷却材温度フィードバック

(c)減速材／冷却材ボイドフィードバック

上記の (a)は、出力上昇によって核燃料の温度が上昇すると、燃料中の非核分裂

性物質に中性子が吸収される割合が増加して核分裂に寄与する中性子数が減少す

る、ドップラー効果と呼ばれる現象によるものである。(b)は、減速材温度の変動

によって減速材密度が変化して中性子の減速の程度が変化し、原子炉出力が変動

する出力フィードバックである。例えば、原子炉出力が増大して減速材密度が減

少すれば、中性子の減速が不十分となり、核分裂数が減少する。減速材は、中性子

の吸収作用も有するため、減速材の密度減少が、常に核分裂数を減少させる方向
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に作用するとは定性的には断ぜられないが、実用の発電用原子炉の設計において

は、通常の出力範囲では、減速材温度フィードバックは負になるように配慮され

ている。(c)は、出力が変化すると冷却材中の気泡（ボイド）の割合が変化するこ

とに起因して、中性子の減速の程度が変化し、原子炉出力が変動する出力フィー

ドバック効果である。ボイドの存在は、減速材の中性子減速能を大幅に逓減させ

る効果があるため、軽水炉においては負となる。これらのフィードバックのうち、

フィードバック (a)は、出力変動に対して、事実上時遅れ無しに作用することが特

色である。それに対し、フィードバック (b)及び (c)は、燃料から減速材／冷却材

に熱が伝わることで生ずる現象であるので、燃料内の伝熱抵抗に起因する時遅れ

が伴うフィードバックである。

このような軽水炉のフィードバック特性は、軽水炉の代表的な型式である沸騰水

型軽水炉 (BWR)および加圧水型軽水炉 (PWR)に共通するが、各フィードバック

の関与の程度はBWRとPWRで異なる。特に、ボイドフィードバックは、PWR

においては、通常の運転状態では出力の安定性に寄与しないの対し、BWRでは、

通常の運転状態においても大きく寄与をする。これは、BWRでは、通常の運転状

態にあっても炉心内で冷却材の沸騰が生じているためである。BWRにおける、負

のボイド出力フィードバックの存在は、原子炉に外乱が加えられた場合の速やか

な出力整定や、柔軟な運転出力変更といった大きな利点を BWRにもたらす。し

かし、その一方で、このような時遅れを伴う大きな負のフィードバックは、条件

によっては原子炉の出力動特性を不安定性にする可能性も有している。

このような出力不安定特性は、BWR開発当初から予見された問題であったた

め、BWR開発の初期段階から、実験や理論的な検討がなされてきた。その結果、

BWRは大部分の運転状態では動的安定を保つが、炉心を流れる冷却材流量に対し

て原子炉出力が相対的に高い「低流量・高出力」運転領域の一部において動的不

安定となり、出力の発振が生ずることが明らかとなった。こうした知見をもとに、

BWRでは不安定性の発現を防止する基本的な方策として、「低流量・高出力」運

転領域のうちの動的不安定となる領域では、継続的な運転は行わないことが定め
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られた。

出力が不安定となる「低流量・高出力」領域の範囲は、炉心の大きさや核燃料の

特性により異なることから、炉の運転開始前に解析評価を行い、核・熱水力特性を

模擬した計算により定めることが、商用 BWRプラントが運転を開始した初期の

時代から行われ、これによりBWRの安定性は確保されていると考えられてきた。

ところが、1988年に米国の LaSalleプラントで、解析上安定と考えられていた領

域で予期せざる不安定性出力発振が生じ [2]、解析評価手法の精度や適切性、さら

には不安定発振の形態に再度関心が持たれるようになった。
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2.2 出力不安定性のメカニズム

BWRの燃料集合体（チャンネル）は、その周囲に仕切壁（チャンネルボックス）

を有しているため、BWRの熱水力流路は、燃料集合体数毎に独立している。しか

し、燃料集合体の出力挙動は、中性子を仲立ちとして他の燃料集合体の出力挙動

と相互に連係し、空間結合を有している。軽水炉の中性子の平均自由行程は 1cm

程度であり、直径 4～5m程度の炉心の規模に比べて小さく、核分裂の一行程では、

炉心規模に比べて局所的な空間結合を有しているにすぎないが、一核分裂に要する

時間が極めて短い（約 0.04ms）ため、炉心の局所的な出力変動の影響が短時間に

全炉心規模に伝搬し、全炉心的な出力変動に影響する。このような、比較的局所的

な規模の空間結合の連係によって成り立っている原子炉に出力振動が生じた場合、

その振動の空間分布形は、弦の振動などからも類推されるように、全炉心が一体

となって同相で振動する基本振動モードだけでなく、他の高次振動モードも発現

する可能性を有している。BWRでは、炉心内の各領域が同位相で発振する「全炉

心不安定振動 (global oscillation)」と呼ばれる空間一様振動の他に、ある中性線を

境にして、炉心の径方向の位相が 180°異なる「（一次軸対称）領域振動 (regional

oscillation)」が発生する場合があることが実際に観測されている。（図 2.1)

図 2.1: Fisson power response during regioal oscillation observed in Caorso

reactor[3].

BWRの不安定発振振動の発生には、上述のような核－熱結合不安定以外に、純

6



熱水力的なメカニズムによって発生するチャンネル流量振動がさらに寄与するこ

とが明らかとなっている。このチャンネル流量振動は、チャンネル内のボイド量

の変動とチャンネルの流動抵抗（二相圧損）の変動に位相ずれがあることに起因

する密度波振動によるものであり、「チャンネル不安定」と呼ばれている。Caorso

炉などでの観測 [3]によれば、全炉心的に安定性が低下した状態において、チャン

ネル安定性が低い燃料集合体で発生した局所的な振動が徐々に成長してゆくのと

同時に、中性線に対して対称位置にある燃料集合体で逆位相の発振が成長し、全

炉心規模の一時軸対称発振に至っている。このことから、一次軸対称領域振動発

振は、炉心不安定性にチャンネル不安定性の作用が加わって生じていると考えら

れている。BWRの出力異常時の安全保護システムは、炉内局所の出力データを全

炉心的に平均した情報をもとに作動するように設計されているが、一次軸対称発

振では、その全炉心的な平均変動が微小であり、発振の発生を早期に検知するこ

とが難しい。このため、領域安定性の挙動には大きな関心が寄せられた。

以上のBWRの不安定性振動の分類を発生機構との関連と共に、模式的に図 2.2

に示す。

図 2.2: Categorization of BWR instability.

7



3 安定性解析手法に関するレビュー

本節では、原子炉の安定性の解析のために用いられている諸手法を概観し、そ

の適用上の制約条件や問題点について考察する。

3.1 周波数領域解析手法

BWR出力の動的な振る舞いは、核挙動や冷却材への伝熱（熱水力）挙動の原子

炉出力への時空的なフィードバックを含んだ複雑な非線形挙動であり、これらの

挙動をモデル化した方程式系も一般に非線形の偏微分方程式で表される。しかし、

BWRの運転管理に実際に用いられている安定性の解析においては、これらの偏微

分方程式を線形化したモデルが用いられている [1]。この解析手法では、摂動展開

により偏微分方程式を線形化した後、さらにそれらをラプラス変換して、原子炉

の動特性を線形のフィードバック伝達関数系で表現している。この結果、線形制

御理論による一般的な安定性判別手法を BWRの安定性の判別に適用することが

可能となる。このような、原子炉の動特性を線形フィードバック系に近似して、伝

達関数で表現して定性解析を行う手法を「周波数領域」安定性解析手法と称して

いる。

3.1.1 線形性の仮定

図 3.1に、BWRの出力不安定性に関するフィードバックループモデルの模式図

を示す。周波数領域安定性解析手法では、同図中に示される各伝達要素の線形化を

図り、同図に示すフィードバック系を全体として線形化する必要がある。伝達要素

のうちの核動特性（Nuclear Dynamics）モデルについては、後述する空間に依存し

ない核動特性モデルである一点近似動特性方程式を摂動展開により線形化したモ

デルが用いられている。また、熱水力動特性モデル（Thermal-Hydraulic Models）

は、気液均質流もしくは分離流に対しての流動方程式（質量・運動量・エネルギー

保存式）を線形化した方程式が用いられる。
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図 3.1: A typical example of the block diagram for BWR instability analysis in

the frequency domain.

我が国の BWRで運転管理に用いられている周波数領域安定性解析コードとし

ては、K2/HIBLE[4]、LAPUR-TSI[5],STAIF-PK[6]等をあげることができる。こ

れらは、モデルの詳細は互いに異なるものの、基本は、前述した様な線形化・線

形安定判別を行っている。

3.1.2 空間均一性の仮定

原子炉における出力動特性を表す最も基礎的な式は、中性子輸送方程式 [7]とさ

れている。中性子輸送方程式は、核分裂の仲立ちとなる中性子場（中性子束）の

時間・空間分布を表した偏微分方程式であるが、解くべき中性子束が、時間、空

間、エネルギー、方位依存性を持つのに加えて、方程式の係数である核反応断面

積もエネルギ－や入射中性子束方位、位置依存性を持っている。したがって、同

方程式を直接解くことは、現在の計算機でも大きな負荷となるため、方程式の近

似・簡素化が図られている。輸送方程式の近似は、まず中性子束や核断面積の方
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向依存性を平均化して消去し、次いでエネルギー依存性をエネルギー群で離散化

することである。このように近似した方程式は、多群中性子拡散方程式と呼ばれ、

次式 (3.1)と (3.2)の様に表される：

1

vg

dΦg

dt
+∇·∇Φg +ΣtgΦg(r, t) =

G∑

g′=1

Σsg′gΦg′ +χg

G∑

g′=1

νg′Σfg′Φg′ +
∑

i

χd
igλiCi(r, t)

(3.1)
∂Ci(r, t)

∂t
= νd

i

G∑

g=1

ΣfgΦg(r, t)− λiCi(r, t) (3.2)

ここで、

Φg: 中性子束（gエネルギー群）、Ci: i群遅発中性子先行核濃度、Σtg: 消滅＋吸

収反応断面積（gエネルギー群内）、Σsg′g: エネルギー遷移断面積（g′群から g群

内）、Σfg′ : 核分裂反応断面積（g′エネルギー群）、χg: 即発中性子が g群内エネル

ギーを有する確率、νg′ : 核分裂時平均中性子発生数（g′エネルギー群内）、χd
ig: i

群の遅発中性子のうち、エネルギー g群内エネルギーを有する確率、λi: i群遅発

中性子先行核崩壊定数、χd
g: 遅発中性子が g群内エネルギーを有する確率である。

炉心設計計算や、原子炉動特性シミュレーションにおける炉心動特性計算には、

一般にこの多群拡散方程式が用いられている。しかし、周波数領域安定性解析で

は、拡散方程式から空間依存性をさらに消去した動特性方程式が用いられる。具

体的には、式 (3.1)と (3.2)において、中性子エネルギー群数G = 1とした一群拡

散方程式を考え、当該方程式の中性子束Φ(r, t)が時間・空間で変数分離可能であ

るとして近似を行う。この結果、次式 (3.3)と (3.4)の空間依存性のない動特性方

程式が得られる:
dn(t)

dt
=

ρ(t)− β

l
n +

∑

i

λiCi(t) (3.3)

dC(t)

dt
=

βi

l
C − λiCi (3.4)

ここで、n(t): 中性子数、ρ(t): 反応度、l: 平均中性子寿命、βi: i群遅発中性子

割合、 β =
∑

i βiである。
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この方程式は、炉心を一点（集中定数系）と見なして現象論的に構築した動特

性方程式とも一致しており、このため、この方程式は一点近似動特性方程式と称

される。周波数領域解析手法では、この一点近似動特性方程式を摂動展開して線

形化した動特性方程式を用いている。

3.1.3 周波数領域解析手法の利点と問題点

周波数領域解析手法を使用する利点は、他の手法に比べて計算量が小さいこと

である。これは、計算機能力が現在と比べて小さかった 1970～80年代にかけて大

きな利点であったのみならず、現在でも、多くの運転点で安定性解析評価を実施

する必要のある、BWRの炉心設計実務において有用である。一方、線形近似が成

り立つ微小な出力変動を前提としている同手法は、非線形効果が顕在化している

リミットサイクル的な不安定性発振状態を的確に捉えられないことは明らかであ

る。周波数領域解析手法は、BWRの安定性の低下を検知するのには有用である

が、不安定性発振点近傍もしくは発振点の状態を精度よく予測・再現することは

できない。
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3.2 時間領域領域解析手法

原子炉の核動特性・熱水力特性モデルを、数値解析により時間積分して解く安

定性解析手法が時間領域解析手法である。時間領域解析手法は、拡散方程式等の

基礎的な式を直接的に解く直接数値シミュレーションと、振動モード（全炉心振

動および領域振動））の直交性を仮定して、空間モード展開を行って動特性計算式

を得る、空間モード展開法に大別される。

3.2.1 空間モード展開法

原子炉動特性の基本式である中性子輸送方程式や拡散方程式は空間依存性を持

つ空間ノードモデルであり、これを直接解くことは大きな計算量を必要とする。空

間モード展開法は、中性子束の空間分布が基本モードと高次モードの線形的な重

ねあわせであると仮定することにより、空間ノード動特性モデルを振動の空間モー

ド毎の動特性モデルに簡素化する手法である。

原子炉の不安定性振動をモード展開して計算を行う手法は、最初にMarch-Leuba

ら [8]によって、一点近似方程式を用いる方法が提案された。その後、Hashimoto

ら [9]によって、拡散方程式からモード展開された動特性方程式を導出する方法が

明確化され、さらにTakeuchiら [10]によって、実炉運転データを用いて解析を行

う手法が確立された。ここでは、Hashimotoらによる空間モード動特性方程式の

導出の概要を示す。

まず、一群拡散方程式を、以下のように簡易表現する。

1

v

dΦ(r, t)

dt
= −L(r, t)Φ(r, t) + (1− β)M(r, t)Φ(r, t) +

∑

i

λiCi(r, t) (3.5)

∂Ci(r, t)

∂t
= βiM(r, t)Φ(r, t)− λiCi(r, t) (3.6)

ここで、L(r, t), M(r, t)は、各々中性子消滅演算子、生成演算子であるが、こ
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れらは、以下のような定常項と時間変動項に分けられる：

L(r, t) = L0(r) + δL(r, t) (3.7)

M(r, t) = M0(r) + δM(r, t) (3.8)

空間モード展開法では、中性子束Φ(r, t)について、モードの線形的重ねあわせ

で表されると仮定し、さらに各モードは、時間変動項と空間項に変数分離できる

と考えている：

Φ(r, t) = N0φ0(r) +
∞∑

m=0

nm(t)φm(r) (3.9)

Ci(r, t) = Ci,0φ0(r)/v +
∞∑

m=0

ci,m(t)φm(r)/v (3.10)

ここで、φm(r)は中性子束のm次空間モードを表す。

各空間モードの直交性を仮定すると、空間モードの下記の固有方程式および直

交条件が成立する。

L0(r)φm(r) =
1

km

M0(r)φm(r) (3.11)

∫

core
φ†m(r)M0(r)φm(r) = δmn (3.12)

∫

core
φ†m(r)

1

v
φm(r) = δmn (3.13)

ここで、φ†m(r)は、拡散方程式 (式 (3.5))の随伴方程式を満足する被演算子であ

り、随伴中性子束と呼ばれる。また、kmはm次空間モードの固有値、δmnはクロ

ネッカーのデルタである。

式 (3.7)－ (3.10)を拡散方程式（式 (3.5)と (3.6)）に代入し、更に式 (3.11)－

(3.13)の関係を利用すると、以下の高次モード一点近似動特性方程式を得る：

dnm(t)

dt
=

∆ρm − β

Λm

nm(t) +
∑

i

λici,m(t) +
ρm0(t)

Λm

N0 +
∞∑

n=0

ρmn(t)

Λm

nn(t) (3.14)
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dci,m(t)

dt
=

βi

Λm

nm(t)− λici,m(t) (3.15)

ここで、∆ρmは、m次モードの未臨界度と呼ばれる量であり、Λmはm次モー

ドの空間分布重みつき中性子平均寿命である。さらに ρmnは、n次モードの干渉に

よるm次モードへの反応度投入量である。すなわち、ρmnを含む式 (3.14)の最後

の項は、高次モード間の非線形干渉を表しているが、Takeuchiらの手法では、こ

の項は無視される。

以上のように、モード展開法は、複雑な拡散方程式を高次モード一点近似方程

式に簡易化する方法であると同時に、不安定性振動の様態（全炉心振動及び領域

振動）を個別に陽に考慮できる手法であるといえる。また、線形化された高次モー

ド一点近似式は、周波数領域解析コードで領域振動を評価するための動特性基本

式としても使用されている。[1]

3.2.2 直接数値シミュレーション

近年の計算機能力の向上に伴い、原子炉動特性方程式および熱水力方程式を直

接的に数値計算する安定性解析手法が発展してきている。[11][12][13]直接数値シ

ミュレーションでは、一般に、動特性方程式は 1～3群拡散方程式を空間 3次元で

扱い、熱水力方程式は、均質流（3方程式）～完全 2流体（6方程式）の流動保存

式を空間 1次元（ただし炉心部において並行流路考慮）で扱っている。実炉では

計測できない炉心内の諸物理量の変動をトレースすることができるなどの直接数

値シミュレーションの利点を活かして、BWR不安定性のメカニズムについての多

くの研究が行われている。また、将来的には、実炉心設計実務における安定性解

析を、周波数領域解析から直接数値シミュレーションに変更しようという構想も

持たれている。
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3.2.3 時間領域解析手法の利点と問題点

空間モード展開法は、各振動モードを陽に扱いつつ、直接数値シミュレーショ

ンに比べて小さい計算負荷で時間領域の不安定性シミュレーションを行うことが

できる。また、空間モード展開法で開発された空間振動モードの分離手法は、実

原子炉で計測された不安定性振動を炉心振動・領域振動に分離することにも使用

されている。しかし、BWRの不安定性出力振動は、核動特性・熱水力の非線形協

同現象であるため、完全な振動モード分解は本来は不可能と考えられる。したがっ

て、中性子束の線形直交性を仮定した空間モード展開法によって分離された空間

モードおよびその時間動特性は、不安定性振動の一つの近似解であることを認識

する必要がある。特に、炉心振動、領域振動のどちらか一方が他方に卓越するの

ではなく、両者が混合している振動においては、モード展開法の近似解と実現象

の差は増大すると考えられる。

直接数値シミュレーションは、線形化や直交性の仮定無しに基礎式を直接数値

計算しているため、周波数領域解析やモード展開法で指摘したような問題は有し

ていない。しかし、直接数値シミュレーションで用いている基礎式が、どの程度物

理現象を詳細にモデル化したものであるかということに注意しなければならない。

直接数値シミュレーションで用いられる拡散方程式は中性子輸送方程式を近似し

たものであることは 3.1.2に記述した通りであるが、中性子輸送方程式で扱う中性

子束自体も、核分裂連鎖反応の統計的な揺らぎを平均化した平均場である。また、

熱水力方程式で用いられる、気液相関モデルや燃料から冷却材への伝熱モデルと

いった、いわゆる構成式モデルの多くが、定常もしくは準定常的な実験結果から

導かれたものであることから、熱水力解析モデルにおいても、炉心内のボイド挙

動や乱流効果による熱流動の不規則性は平均化・粗視化されていると言ってよい。

このように、直接数値シミュレーションにおいては、解くべき基礎方程式自体

が平均場を表現するものであるため、実原子炉で有意に観測される、核分裂分岐

過程や、熱水力現象の複雑性に起因する中性子場等の不規則揺らぎの影響が無視

されている。Konnoら [14][15]の指摘するとおり、揺らぎの存在は、不安定性発振
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の動力学分岐（Hopf分岐）や安定性指標（減幅比やリアプノフ指数）に大きな影

響を与えるため、これを無視した基礎方程式を解法しても観測データと直接比較

可能な時間変動が必ずしも得られるわけではない。

本研究では、これらの原子炉工学的な解析手法とは異なり、原子炉から得られ

る中性子ゆらぎの時系列データを一個の複雑な動的システムからの信号と捉えて、

１章で述べた視点で動的モデルの構築、同定、情報抽出などを行う。
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3.3 安定性の指標

BWRの安定性の指標として最もよく用いられるのは、減幅比（Decay Ratio(DR)）

である。DRは、システムのインパルス応答の連続する振幅ピークの比またはシス

テムの自己相関関数 (ACF)の振幅のピークの比で定義される。[16]（図 3.2）DR

は、時間領域解析結果や実測データを用いて、自己回帰モデリング法（AR法）等

でシステム推定を行い、そのインパルス応答から減幅比を容易に求めることもで

きる。

図 3.2: Definition of decay ratio(DR): DR = A1/A2 = B1/B2.

システムが線形２次形のフィードバック系の場合、DRは、システムの減衰係数
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ζとの間に下記の関係が成り立つ [1]：

DR = exp (−2πζ) (3.16)

すなわち、システムが線形２次系であれば、減幅比は系の減衰係数に１対１で対

応し、その物理的な意味は明確である。また、隣り合うどの部分のピークを用いて

も減幅比は同一の値となる。さらに、インパルス応答による減幅比と相関係数に

よる減幅比は等価になる。また、このような線形２次システムを仮定した減幅比

は、周波数領域の安定性判別の結果から容易に得ることができる。このように、減

幅比は、実データや安定性解析結果から容易に値を得ることができるので、BWR

の安定性管理のための標準的な指標・制限値として採用されている。例えば、炉

心安定性減幅比は 0.25以下とすることが運転上の設計基準となっている。

前述の様にシステムが線形２次系であれば、減幅比とシステムの対応は明確で

ある。しかし、実システムは、より高次／非線形な特性を有していることが多く、

この場合には減幅比とシステムダイナミクスとの関連は不明確となる。図 3.3に

BWR安定性試験データ [17]の自己相関係数を求めた例を示す。この例では、ピー

ク列はきれいな指数関数的減衰を示しておらず、システムが線形２次系とはみな

せないことがわかる。このようなシステムでは、比をとるピークの位置により減

幅比の値が異なるので、いくつかのピーク位置でのピーク比の平均を減幅比とし

て用いる場合が多い。[18]本研究では、DRを以下の定義で求めている：

DR ≡ 〈Pj/Pj−1〉averaging over j≥1 , (3.17)

ここで、Pj ≡ C(jTp)は、自己相関関数の j番目のピーク位置である。また、jの

範囲を、本研究では、1 ≤ j ≤ 3としている。

減幅比の定義および線形２次系との関係が示すところでは、安定性の低下とと

もに減幅比は 1に漸近していくことが期待される。しかしながら、Van der Hagen

ら [19]は、Doddewaard自然循環BWRにおいて、減幅比 0.6前後の状態からから

わずかに原子炉状態が変化しただけで、減幅比が 1を超える発散振動状態に至っ

た事例があることを報告しており、値が 0.6を超え 1に近接する範囲での減幅比の
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図 3.3: Examples of ACF for actual BWR stability data.[17]

指標としての妥当性に疑問を投げかけた。この現象の物理的メカニズムについて

の十分な説明は現時点までに未だ行われていないが、Konnoら [20]は、非線形２

次振動子に相乗性・相加性ノイズを引加すると、発振点近傍における減幅比の減

少や自己相関関数におけるロングタイムテイル（long time tail）が出現すること

等を明らかにし、安定性の動的モデルにおいてノイズを考慮することの重要性を

示した。

3.4 まとめ

第３章では、BWRの安定性解析についての現行の手法や安定性の指標について

概観し、その有用性や問題点を述べた。そこであげた、線形性・直交性を前提と

したモデル、平均場的扱い（統計性（ノイズ）の平均化／無視）は、現状の運転

管理における安定性評価では大きな問題とはならないものの、原子炉の安定性が

低下し、自励発振（DR = 1）に近接する状況においては、解析予測精度の低下や

減幅比の安定性指標としての限界が顕在化する可能性があることを示した。
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4 原子炉の不安定性振動の空間依存性・非線形特性の
抽出

本研究で目標とするBWR不安定性振動の数理モデルの構築を行うにあたり、複

雑な中性子揺らぎの時間変動に含まれるシステムの動的挙動に関する情報の抽出

を行う。これらの情報の多くは従来の解析では、あまり利用されていなかった情

報である。本研究では様々な手法を適宜活用してこれらの情報抽出を行う。

4.1 中性子揺らぎの時系列データ

沸騰水型原子炉（BWR）の出力変動は、原子炉内の各所に配置した中性子セン

サにより計測される。すなわち、原子炉出力に何らかの変動や振動が生じた場合、

中性子センサ信号の揺らぎとなってこれが検知される。本研究では、実際にBWR

で観測された、原子炉の不安定性に伴う中性子揺らぎを研究対象としている。研究

で使用した中性子揺らぎの実データは、国際ベンチマーク問題として経済協力開発

機構／原子力機関 (OECD/NEA)が配布している、スウェーデンの FORSMARK

原子炉で行われた安定性試験の際の計測データ [17]である。同データには異なる

5つの計測データセットが含まれているが、本研究は、特に、その中の試験ケース

４（Case4）のデータセットを対象とする。同試験ケースでは、全炉心不安定振動

と領域不安定振動が混在するという、興味深い現象が観測されている。同データ

セットには、原子炉内の中性子センサ（局所出力領域モニタ（LPRM））のうちの

一部の計測信号が含まれている。図 4.1にCase4計測信号に含まれる LPRMデー

タの計測位置とデータ番号を示す。7本の LPRMストリング（炉心軸方向に 4個

のLPRMを収納する鞘管）に含まれるLPRMのうちの 22個のLPRM計測データ

が提供されている。Case4データセットには、更に、LPRM信号を全炉心的に平均

化した平均出力モニタ (APRM)の信号が含まれている。各 LPRMおよびAPRM

データの長さ（信号点数）は各々4209点であり、計測のサンプリング時間間隔は

0.08秒である。
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図 4.1: The location of LPRMs in the Forsmark reactor core.
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4.2 基本的諸量

ここでは、揺らぎの情報抽出手法として従来からよく用いられてきた、基本的

な方法を用いて、データの特徴を明らかとする。

図 4.2にCase4の LPRMデータの例を示す。LPRM信号の挙動は、原子炉の安

定性の低下に伴い振動的な挙動を示しているが、単純な振動ではなく、これに不

規則的な変動が加わった「乱雑なリミットサイクル」(Noisy limit cycle)といえる。

さらに、この図をより詳細に見ると、

・振幅の大きさに長周期変動がある。すなわちビートが存在する；

・振動の位相に間欠的な変調やすべりが存在するように見える；

・各 LPRMデータの振動は空間的に完全に同相な振動ではなく、位相差が存在

する；

こと等を読みとることができる。これらのことから、Case4の原子炉出力揺らぎ

は、単純な空間一様振動ではなく、時間的、空間的な複雑性を有する振動である

ことがわかる。
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図 4.2: The examples of the observed LPRM signals, LPRM1 and LPRM21, are

depicted.

図4.3にLPRMデータ（4209点全点）の振動成分のパワースペクトル密度（PSD）

の例を示す。PSDは、0.49Hzおよび 0.53Hz付近の近接した 2つのピークを有し

ている。これら 2つの振動ピークと不安定性振動の対応については、3.2.1節で述

べた空間モード展開法を応用した振動モード分離を行った既往の解析 [17]によっ

て、低周波数側が領域振動によるピーク、高周波数側が全炉心振動によるピーク

とされている。2つの異なる周波数のピークの存在から、2つの振動モードは、完

全に同期しているわけではないことは明らかであるが、両者がある程度互いに引

き込みあった結果、近接したピーク周波数を有するようになっているのか、ある
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いは、両者は、全く独立して運動しており、ピーク周波数が近いことは偶然であ

るのかの判断は、PSD結果の観察だけでは行えない。Kanemotoら [17]これに関

連し、分離した各振動モードの周波数ピークの時間的な変化を追跡して、高周波

数側振動ピークが一時的に低周波数側振動ピークに近接することを示し、間欠的

な振動の引き込みがあることを示唆している。

図 4.3: Examples of PSDs of the LPRM signals, LPRM1 and LPRM21, are de-

picted.

次に、基本的な統計量で一様でない空間分布を示すものとして、LPRMの平均

出力、振動振幅および減幅比 (DR)の分布を示す。図 4.4(a)にLPRMの空間配置、

図 4.4(b)に、炉心上部の LPRMのデータの平均値の空間分布、図 4.4(c)に、各

LPRMデータから平均を差し引いた振動成分の振幅の分散の空間分布を示し、さ

らに、図 4.4(d)にDRの空間分布を示す。これらの図から、平均出力の空間分布

と振幅の空間分布は、相似関係にはなく、振幅はむしろ平均出力の小さな領域で

大きいことがわかる。DRも局所的に大きく異なる分布をしているが、その空間

分布は、ほぼ振幅の空間分布と同様となっている。

これらの基本的統計量の解析結果は、データに少なくとも２つの異なる振動成

分が混在すること、および不安定振動の諸特性に大きな空間依存性（局所性）が

存在することを示している。
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図 4.4: Spatial distributions of (b) the LPRM power, (c) the variance of power

fluctuation and (d) the DR at the upper core region. The spatial locations of the

LPRMs are also depicted in figure (a).
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4.3 全炉心振動と領域振動

本研究が対象とするデータは、全炉心不安定振動と領域不安定振動が混在した

データである。本研究の目的とする数理モデルの構築にあたっては、これらの振動

を別個に分離し、各々の振動の空間分布等を事前に把握しておくことが望ましい。

4.3.1 全炉心振動と領域振動の分離手法

炉心の不安定性振動を全炉心振動と領域振動に分離する方法は、Van der Hagen

ら [16]、Takeuchiら [10]によって提示されているが、これらは原子炉工学的な理

論に立脚するものであり、これらの手法を用いるためには、炉心の幾何形状や燃

料核特性データなどの詳細な炉心データを必要とする。本研究で用いたデータセッ

トには、これらの情報は含まれておらず、Takeuchiらは、上記手法を本データに

適用するにあたり、出力分布の形状等に仮定を用いざるをえなかった。また、こ

れらの手法は、3.2.1に記述した様に、振動モード間の直交性を仮定しており、振

動モード間の干渉効果は無視されている。本論では、これらの原子炉工学的手法

に依ることなく、LPRMデータのみを用いて情報工学的な手法で全炉心振動と領

域振動の分離を試みる。

分離に用いた手法は、独立成分分析（ICA）[21]である。ICAでは、観測信号

y = (y1, y2, ··, yn)T（T:転置行列）がソース信号 s = (s1, s2, ··, sn)T の線形和であ

ることを仮定して、ソース信号 sを推定する。同様の形式でソース信号の線形和

を仮定する信号推定手法として従来からよく用いられる手法として、主成分分析

（PCA）があげられるが、PCAでは sの各要素間の直交性を仮定しているのに対

して、ICAでは、直交性は仮定せず、sの各要素の「独立性」を基準としてソー

ス信号の推定を行う。ICAで観測信号からソース信号を実際に推定する手法は多

く提案されているが、このうち、ICAを最初に考案した Juttenら [22]の手法は、

Amariら [23]が情報幾何理論から理論付けを行った結果、信号成分間の相互情報

量を最小化する操作と等価であることが示されている。
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4.3.2 独立成分分析 (ICA)の概要

4.3.2.1 独立成分の抽出アルゴリズム ICAは、PCAと同様に、観測信号がい

くつかのソース信号の線形的な重ねあわせで構成されているという仮定のもと、

観測信号の情報だけをもとにして、ソース信号の復元（抽出）を行う手法である。

ソース信号の復元を行う基準が、ICAでは、信号の独立性であるところが、信号

の直交性を仮定した上で固有値分解を行う PCAとは異なる。

本研究では、提案されている多くの ICA手法の中で、自然勾配法 ([23])を用い

る。今、n個の独立なソース信号 s1(t)～sn(t)を縦ベクトル

s(t) = (s1(t) s2(t) · · · sn(t))T (4.1)

であらわす。ここで、T は行列の転置を表す。さらに、n個の観測信号x1(t)～xn(t)

から成る観測信号ベクトル：

x(t) = (x1(t) x2(t) · · · xn(t))T (4.2)

と sの関係は、線形混合行列Aによって、

x(t) = As(t) (4.3)

と表される。ICAは、観測信号 x(t)のみから、復元信号行列W を求めて、復元

信号（推定ソース信号）y(t) = [y1(t) y2(t) · · · yn(t)]T を、

y(t) = Wx(t) (4.4)

で求める手法である。もし、W = A−1 であれば、復元信号 y(t)は、ソース信

号 s(t)に一致する。自然勾配法では、y(t)の各成分間の独立性を計る基準として

Kullback-Leibler(KL)情報量を用い、最終的に、W を求めるための以下の学習方

程式を得ている：

∆W t+1 = −ηt

(
I − E[ϕ(y(t))y(t)T ]W t

)
(4.5)

27



ここで、W tは時刻 t時点での復元行列W の推定値であり、次時刻のW の推定

は、W t+1 = W t + ∆W t+1でなされる。また、ϕ(y) = [ϕ1(y1) · · · ϕn(yn)]T は

yi (i = 1, · · · , n)についての非線形関数ϕiのベクトル、ηtは時間依存の収束緩和係

数である。W tが収束するまで逐次的にこの学習方程式を実行し、W の最適値を

得ることができる。非線形関数 ϕiについては、安定収束をはかるため、ソース信

号 si (i = 1, · · · , n)の分布形がスーパーガウス的かサブガウス的かで関数を使い分

ける。[21]具体的には、siの 4次キュムラント

κi = E
[
s4

i

]
− 3

(
E

[
s2

i

]2
)

(4.6)

の正負により、

ϕi(si) = s3
i (κi < 0) (4.7)

ϕi(si) =
1

1 + exp(−si)
(κi ≥ 0) (4.8)

とする。

自然勾配法は、情報理論で馴染み深いKL情報量から導かれること、アルゴリズ

ムが簡単であること、安定性に十分な検討が行われていることが大きな利点であ

り、原子炉の不安定性振動等のこれまで ICAの適用経験が少ない現象に最初に適

用してみる方法として適当と考える。その反面、収束速度が一次であり、最近提

案されている手法にくらべて収束が遅いことが欠点である。

4.3.2.2 事前直交化処理と主成分分析 (PCA) 自然勾配法 ICAにおいては、必

須ではないが、収束性を改善するために、ICAを実施する前に、観測信号x(t)を

互いに無相関化（直交化）する変換が通常行われる。これは、spheringもしくは、

pre-whiteningと称される。

以下、x(t)の平均値を 0と考える。いま、x(t)の共分散行列V を

V =
1

T

T∑

t=1

x(t)x(t)T (4.9)

とする。このとき、V は、以下の様な対角行列に変換できる。

KT V K = diag (λ1, · · · , λn) (4.10)
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ここで、nは、x(t)のベクトル長さ（=観測箇所数）、λi (i = 1, · · · , n)は、行列V

の固有値である。また、行列Kの第 i列の列ベクトル kiは、固有値 λiに対応す

る大きさ１の固有ベクトルになっている。

いま、行列

R =




1√
λ1

0
. . .

0 1√
λn


 KT (4.11)

を考え、Rによる x(t)の変換、

x̃(t) = Rx(t) (4.12)

を行う。変換された観測データ x̃(t)の共分散は、以下となる。

1

T

T∑

t=1

x̃(t)x̃(t)T = In (4.13)

ここで、Inは n × nの単位行列である。すなわち、式 (4.12)の変換により、x(t)

は無相関化される。

式 (4.12)は、主成分分析 (PCA)と等価であるため、このような spheringは、PCA

による spheringと称されている。

4.3.3 全炉心振動と領域振動の分離結果

図4.5に、原子炉上部の7個のLPRM信号 (LPRM1,5,9,11,13,17,21)の全点 (4209

点)を用いて ICAを実施した結果を示す。ICAで分離・推定された信号ベクトル

y(t)の要素数は、ICAの仮定に従い、観測信号数と同じ 7個であるが、同図から明

らかなように、信号 1,2（y1,y2）は振動的な挙動を示し、それ以外の信号はノイズ

的な挙動を示している。このことから、信号 1,2（y1,y2）が有意な信号と思われる

が、ICAでは、推定した各ソース信号の強度については、原理的に一意に定まら

ないため、信号 1,2が信号強度としても有意に観測信号に寄与するか否かは、y(t)

の観察のみからでは判断することができない。
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本研究では、推定ソース信号 y(t)の各要素が、どの程度の強度で観測信号に寄

与するかの判断は、復元信号行列W の逆行列で再現した観測信号 xsim:

xsim(t) = W−1y(t) (4.14)

の各要素の強度が、一意に定まることを利用して行っている。

式 (4.14)は、さらに以下の様に書き直せる：

xsim(t) =




w11

w21

:

:

wn1




y1(t) +




w12

w22

:

:

wn2




y2(t) + · · ·




w1n

w2n

:

:

wnn




yn(t) (4.15)

ここで、nは信号数、wij(i, j = 1, ..., n)はW−1の各要素、yi(i = 1, ..., n)は、y

の各要素である。

式 (4.15)から、推定ソース信号 ykに対応するベクトルwk = (w1k, w2k, , , wnk)
T

の分散をとれば、これが、推定ソース信号 ykが振動系全体に対してどの程度の強

度の寄与があるかのおおよその指標となることが明らかである。

前記 LPRMデータについて求めたW−1の各要素の値、及び当該行列の列ベク

トル要素wkの分散の値を表 4.1に示す。分散の値から、信号の強度についても、

推定ソース信号 1,2（y1,y2）が観測信号に支配的に寄与をすることがわかる。

さらに、式 (4.15)は、その各列ベクトルwk の各要素の分布が、推定ソース信

号 ykの空間形状を与えるものであることも示している。図 4.6に、推定ソース信

号 1,2の空間分布を示す。同図に示される様に、信号１は全炉心振動に整合する空

間分布形状を有しており、信号 2は、領域振動に整合する空間分布形を有してい

る。信号 2の空間分布形から読みとれる様に、同振動では、位相が 180°反転する

中性線が、LPRM5およびLPRM9付近を通ることを示しているが、これは、従来

の解析 [17]で推定された領域振動の中性線の位置とほぼ一致する。以上のことか

ら、ICAによって分離された信号１及び２は、各々、全炉心振動及び領域振動に

ほぼ該当する振動であると判断する。

30



図 4.5: Separated signals from the observed LPRM data in the upper core region

of Forsmark reactor.
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表 4.1: Elements of estimated mixture matrix W−1 and the variance of each

column vector w.

Matrix W−1

w1 w2 w3 w4 w5 w6 w7

+1.5E+0 -1.2E+0 +2.2E-1 -9.0E-2 +2.2E-1 -3.8E-2 +3.7E-2

+1.4E+0 -1.9E-1 +4.4E-1 +5.6E-2 +5.0E-1 +2.5E-2 +2.9E-2

+1.1E+0 +7.9E-2 -2.4E-1 +1.3E-2 +1.4E-1 -4.8E-2 +2.6E-1

+9.6E-1 +5.0E-1 -2.0E-1 -1.1E-1 +2.3E-1 +5.2E-2 -9.5E-2

+1.1E+0 +1.8E-1 +1.0E-1 -1.7E-3 +2.0E-1 -8.8E-2 -2.5E-1

+1.6E+0 -6.3E-1 -2.7E-1 +8.1E-2 -8.8E-2 +1.4E-2 -1.3E-1

+1.1E+0 +4.7E-1 +5.6E-1 -5.0E-2 -2.9E-1 +1.5E-4 +8.3E-2

Variance

+1.6E+0 +3.6E-1 +1.0E-1 +4.8E-3 +7.1E-2 +2.1E-3 +2.4E-2

Order

1 2 3 6 4 7 5

図 4.6: Spatial distributions of the two major separated signals by ICA in the

upper core region; (a) Signal 1; (b) Signal 2.
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信号 1及び信号 2のPSDを図 4.7に示す。信号分離前のスペクトルに比べて、信

号 1では高周波側ピークが強調され、領域振動に相当する信号 2では低周波側ピー

クが強調されていることが分かるが、両信号で完全にスペクトルピークがどちら

かに分離されているわけではない。スペクトルピークが完全に分離されていない

原因については、ICAによる信号分離が不完全である場合と、全炉心振動と領域

振動の間に実際に物理的な干渉があり、互いに引き込みがある場合の二通りが考

えられる。

図 4.7: The PSDs of the two significant separated signals, SIGNAL1 and SIGNAL2,

are plotted.

ICAで解こうとしているのは、もともと不適切問題（ill posed problem）である

ので、理論的にその分離結果の完全性を検証することは困難であり、他の手法や物

理的な考察によって結果の適切性を判断することが重要となる。まず、全炉心振動

と領域振動に物理的な干渉がある可能性を考える。Kanemotoら [17][18]は、既往

の手法で LPRM信号を全炉心振動と領域振動成分に分離した結果を、短時間毎に

スペクトル解析した結果、全炉心振動（高周波側PSDピーク）が間欠的に領域振動

（低周波側PSDピーク）に引き込まれる挙動が存在することを指摘している。そこ

で、ICAにおいても、4209点の全点ではなく、短時間毎に区切った点数で解析を

行い、引き込み等の様相が観察できるかどうかを試みることとし、LPRM点数を

512点毎に区切り、それら個別に ICAを実施した。図 4.8にそれらの ICAから得ら
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れた、信号 1及び 2のPSDを図示する。図は、各信号のピークの有無、大きさ等が

変動する様子を示しているが、信号 2のPSDは比較的安定な形状をしており、特

に低周波側ピークが安定して存在することがわかる。これに対して、信号 1のPSD

の形状の変化は大きく、二つの振動ピークが明瞭に存在する場合と、ほとんど低周

波側ピークのみと見なせる場合があることがわかる。この事実は、Kanemotoらの

指摘と整合する。また、信号 1および信号 2の関係を θ(t) = arctan [y2(t)/y1(t)]で

とらえた逐次位相解析（4.5節参照）の結果を図 4.9に示す。同図のうちの相互位

相速度 (IPV)（= θ(t+∆t)− θ(t)）に間欠的なパルスが生じていることが認められ

る。この結果は、両信号は同期もしくは一定の位相差・周波数差を維持する関係に

はなく、間欠的な干渉がある可能性を示すものである。以上のことから、ICAで

推定した信号 1及び 2は、その分離の完全性の検証は困難ではあるものの、各々、

全炉心振動及び領域振動の物理特性を良く取り込んでいる信号であると判断する。

ICAの信号 1および信号 2の解析結果は、全炉心振動と領域振動が厳密には直交

関係になく、かつ振動モード間に無視できない干渉があることを示唆している。ま

た、ICAによる、領域振動的な空間分布の強度は、全炉心振動的な空間分布の強度

に対して、同図の左端のLPRM21においては 1/3であるが、同図の右端のLPRM1

においては、ほぼ同じ強度であることが注目される。さらに、領域振動的な信号 2

の空間分布の強度と、全炉心振動的な信号 1の空間分布の強度はいずれも炉心の

右側に偏って大きな値をとることが注目される。
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図 4.8: PSDs of the independent signals obtained by ICA.
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図 4.9: Results of the dynamical phase analysis (see section 4.5) between the

separated signal 1 and 2.

36



4.4 振幅・位相分布

4.2節の LPRM信号の時系列の観察結果は、その振幅にビートのような長周期

変動があることと、位相周波数に間欠的な乱れがあるらしいことを示していた。こ

れらの特性をより明瞭にするために、信号の振幅・位相周波数特性を分離して表

示できれば有用である。そこで、各 LPRMの計測信号 x(t)を、Takensの遅延時

間埋め込み法 [24]により 2次元位相空間で再構成して

A(t) = x + i · x(t + τ) = R(t) exp(iΦ(t)) (4.16)

(ここで、τは最適な遅延時間である)と高次元化することにより、その振幅（R(t)）

特性、位相（Φ(t)）周波数（Φ̇(t)）特性を明らかにする。

本研究では、遅延時間 τ を、信号の自己相関係数が最初にゼロとなる時間に設

定した。この遅延時間を用いた x(t + τ)は、信号 x(t)が単振動であれば ẋにあた

り、振動的な時系列を高次元化するのに妥当なものといえる。

図 4.10に、得られた各 LPRM信号の振幅R(t)の例を示す。各信号とも、大き

な長周期振幅があり、かつそれにノイズ的な短周期振幅が重畳していることがわ

かる。さらに、図 4.11に位相Φ(t)の例を示す。ほぼ単振動的なΦ(t)の単調増加の

中に間欠的な乱れが認められるが、明瞭ではない。

図 4.10: Examples of the amplitude R.
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図 4.11: Examples of the phase Φ.

R(t)およびΦ(t)の統計的特性を示すために、それらの確率密度分布（PDF）を

評価した。図 4.12に Rの PDFの例を示す。各 LPRMの振幅の大きさに応じて

PDFの広がりやピーク高さ等が異なるが、ほぼ相似な形状であることがわかる。

このPDF形状は、Rayleigh分布で良く当てはめられることは後節の 5.4でさらに

示す。位相Φ(t)のPDFを図 4.13に示す。いずれの LPRMデータも小さい乱れは

あるものの、PDFはほぼ一様分布的な形状をしている。これは、振動の位相Φ(t)

は、単振動的な周期振動が支配的であり、Φ(t)の時系列（図 4.11）にわずかに見

られる様な間欠的な乱れは、PDFの様な統計量の中には明確には現れないことを

意味している。
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図 4.12: PDFs of the amplitude R of the LPRM signals observed in the upper core

region.
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図 4.13: PDFs of the phase Φ of the LPRM signals observed in the upper core

region.
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4.5 逐次位相解析

前節 4.4の振幅と位相の分離によって、振幅については、各 LPRM信号毎に異

なる、Rayleigh分布的なPDFを見出した。しかし、位相は、いずれもほぼ一様な

PDFとなり、有用な情報を見出し得なかった。これは、各信号で単振動的な振動

が卓越してことと、位相や周波数の乱れが間欠的に作用し、PDFの様な統計的特

性には現れ難いことが原因であった。そこで、本研究では、以下に述べる特性を

持つ「逐次位相解析法」を各データに適用して、位相・周波数についての有意な

情報の抽出を行った。

4.5.1 逐次位相解析の特性

信号 x1(t)、x2(t)間の関係を、θ(t) = arctan (x1/x2)の様に扱う方法を、本研究

では逐次位相解析法と称している。Tassら [25]は、逐次位相解析を用いて、異な

る場所で検出された脳波間の位相のドリフトや位相固定の様相を明らかにしてい

るが、逐次位相解析の他の事例への適用は多くはなく、原子炉の計測データに適

用したのは、本研究およびKonnoら [14]の研究が初めてである。逐次位相解析は、

スペクトル解析のような情報の平均化操作を含まないため、適切に使用すれば、信

号間の時間変化を高感度に検出することができる。

本研究では、異なる３つの型の逐次位相解析を検討した。その一つは、異なる

２つの信号 x1(t),x2(t)間の位相解析：

θinter(t) = arctan

(
x2(t)

x1(t)

)
(4.17)

であり、他の二つは、時間の異なる自信号間の位相解析：

θauto12(t) = arctan

(
x(t− T/4)

x(t)

)
(4.18)

及び、

θauto13(t) = arctan

(
x(t− T/2)

x(t)

)
(4.19)
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である。ここで、Tは、信号xの平均振動周期である。なお、逐次位相解析では、位

相角 θの経時的な変化を明示するため、算出した θ(t)を−π ∼ +πや−π/2 ∼ +π/2

の間で折り返すことをせず、累積的な角度変化で表す。

θinterの特性を示すため、わずかの周波数の異なる単振動 x1 = sin(ω1t)と x2 =

sin(ω2t)間の位相解析結果を図 4.14に示す。図からわかる様に、θinterは、x1,x2の

相互の位相の関係により単調増加／減少又は両者の繰り返しとなる。さらに、相互

位相速度 (IPV)（= θinter(t+∆t)− θinter(t), ∆t: 信号のサンプリング間隔）は、正

又は負のパルス状のピークが周期的に出現することで特徴付けられる。振動的な

挙動を示している２つの実信号について θinterを求めた場合に、その位相速度が、

周期的なパルス状ピークではなく、何らかの乱れが生じた場合には、乱れが生じ

た時刻点近傍で、２信号間の周波数もしくは位相差の関係に擾乱が生じているこ

とを示している。
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図 4.14: A simple example to exhibit temporal variation of the inter-phase (IP) θ

and the corresponding inter-phase velocity (IPV) Vp = dθ/dt.

信号が単振動 x = sin ω0tの場合についての自信号間の逐次位相位解析相 θ12及

び θ13の関係を位相軌道上で表現すると図 4.15のようになる。図からわかる様に、
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θauto12は、位相軌道の平面 12（軸 1(x(t))と軸 2(x(t−T/4))で構成される平面）へ

の射影が軸 1となす角度であり、かつ θauto12(t) = ω0tとなり、角周波数の値で角

度が増加する。θauto13は、位相軌道の平面 13（軸 1(x(t))と軸 3(x(t − T/2))で構

成される平面）への射影が軸 1となす角度、θauto13(t) = −π/4となり、一定値をと

る。位相運動に乱れが生じ、位相軌道が変位した場合、逐次位相位相解析により、

この変動が、θauto12の角周波数相当速度の変化、及び θauto13の一定値からの偏移

となって検知される。

図 4.15: Relation between the phase orbit of the two kinds of auto-phases θauto12

and θauto13 for an ideal limit cycle oscillation.

本研究では、逐次位相解析のこれらの特性に着目して、APRM及びLPRMデー

タの逐次位相解析を行う。
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4.5.2 安定性データへの適用

本研究では、まず、APRM信号と各LPRM信号の２信号間の逐次位相解析 θinter

を実施した。図 4.16に、APRMと LPRM5及びAPRMと LPRM4の信号につい

て、APRM信号と LPRM信号のAPRM信号の相互位相変位 (IP)である θinterの

変位、相互位相速度 (IPV)及び IPVの確率密度分布（PDF）が、示されている。

IPは、信号相互間の位相差の大きさに依存して、比較的単調な変化（同図 (a)）や

酔歩的な変化（同図 (b)）のどちらの状態も現出し得るので、２信号間の逐次的な

関係の変化を直接的に表示することには役立ちにくい。一方、IPVについて見る

と、APRMと LPRM4信号の間には周期的なパルスが継続的に出現しており、同

信号間には、平均周波数に差があることと、両者の周波数・位相の関係がほぼ恒

常的に一定に保たれていることがわかる。(同図 (b))しかし、APRMとLPRM5信

号の間の IPVについては、周期的なパルス列に加えて、間欠的にランダムなパル

スが発生しており、LPRM5信号に間欠的な周波数・位相の有意な擾乱が生じてい

ることがわかる。

また、IPVの PDFについては、いずれも、中央部付近が正規分布よりも尖り、

かつ中央部から離れた部分の確率密度が正規分布の値よりも大きく、かつ裾の長

い、いわゆるファットテール（fat tail）型の分布となっているが、子細に同図 (a)

と (b)を比較すると、同図 (b)では、PDFは、IPVのゼロの値を境に、ほぼ対称形

をしているのに対し、同図 (a)は非対称形をしていることがわかる。これらの事実

から、同図 (a)（APRM-LPRM5）で生じている周波数・位相の擾乱は、LPRM5の

振動を特定の方向に変位させる傾向をもつ擾乱であることが明らかとなった。この

様に、APRM信号と各 LPRM信号の２信号間の逐次位相解析により、LPRM信

号に間欠的な周波数・位相の擾乱が生じていることと、こうした擾乱は LPRM信

号によりその有無や擾乱の大きさに差があること、すなわち局所性があることが

明らかとなった。

さらに、本研究では、各 LPRM信号についての自己位相 θ12(t)の解析を実施し

た。その例を図 4.17に示す。図には相互位相解析（図 4.16）と同様に、自己位相
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図 4.16: Examples of the temporal variations of the inter-phase (IP) between

APRM and LPRM signal in the Forsmark case-4 data. The inter-phase velocity

(IPV) Vp (estimated from the phase difference Vp(i) ≈ θ(i+1)−θ(i)) and the related

IPV-PDF are also shown. Dashed line in each IPV-PDF denotes the profile of the

normal distribution to emphasize the feature of the truncated stretched exponential

function [ PDF (Vp) ∼ exp(−α|Vp|β), β < 2 and −π ≤ Vp ≤ π].
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変位 (AP)、自己位相速度 (APV)(= θauto12(t + ∆t) − θauto12(t)及び APVの PDF

を示している。図に示される様に、APは、図 4.16の IPに比べて単調な増加（あ

るいは減少）を示しているが、APVの図に示される様に、位相速度の微小な揺動

および間欠的な速度増加が現れている。このことは、LPRMの周波数・位相速度

が完全に一定ではないことを明らかに示している。APVの PDFについては、こ

れも IPVのPDFと同様なファットテール型の分布となっている。その形状は、ほ

ぼ対称系であり、IPVの特定の方向への偏移は認められない。
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図 4.17: An typical example of the auto-phase (AP) θauto12 for a LPRM signal.

本研究では、こうした IPVの変動の統計的な意味を明らかとするめ、IPVの分

散を求めた。(表 4.2）求めた分散値のうち、炉心上部を計測しているLPRMデータ

（LPRM1,5,9,11,13,17,21）の値の空間分布を図 4.18(a)に示す。図示される様に、
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この分布は ICAで分離した領域振動の空間分布との相関のある形状をしているこ

とがわかる。さらに、後述する様に、この分布は、各 LPRMの「平均周波数」値

の空間分布とも相関している。

図 4.18: Spatial distribution of the variance σ2
APV and δf .

さらに、本研究では、APRM信号及び各LPRM信号についての自己位相 θauto13

の解析を以下の形で実施した：

θauto13(t) = arctan

[
x(t− τ)

x(t)

]
(4.20)

前節 4.5.1に記した様に、信号 x(t)が周期 T の単振動の時、τ = T/2であれば、

θauto13(t)は、一定値となる。本研究では、θauto13(t)がゼロまわりにどとまる τ(≡
τf )を逐次位相解析で求め、その結果から、主周波数に相当する「平均周波数」を

fmean = 1
2τ
で算出した。APRM信号に対する、いくつかの τ = n∆tの値による

θauto13(t)の挙動を図 4.19に示す。

図に示されている θauto13(t)は、いずれも不規則かつ非定常的な時間変位をして

おり、このことから、APRM信号及び（図示はしていないが）他の LPRM信号
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図 4.19: Temporal transition of auto-phase (AP) behavior of APRM data in the

Forsmark with the delay n∆t for various values of n. (∆t: Sampling interval)

48



は、厳密には定常状態にはないことがわかる。そこで、「平均周波数」として、平

均的に最もゼロに近い部分で変動する、同図の n = 12.4に対応する τ(= n∆t)を

平均周波数に対応する τf とし、この値からAPRMの平均周波数 fAPRM を同定し

た。この結果、APRMの平均周波数は、

fAPRM = 0.504± 0.002Hz (4.21)

と同定された。さらに、同様の手法で、各LPRMデータの平均周波数 fLPRM.nにつ

いても評価を行った。この結果は、表 4.2に示すが、各LPRMの周波数の変位は、

最大でも、fAPRMまわりに0.02Hz程度と微小であり、一見、計測誤差等に起因する

無意味な値のように見えるが、APRMとの平均周波数の差∆f = fLPRM.n−fAPRM

を求め、その空間分布をとると、図 4.18(b)に示す様に、領域振動の空間分布形状

およびAPVの分散の空間分布形状と整合する分布形状をしている。したがって、

各 LPRMの平均周波数は、領域振動の挙動に密接に関連する量であることが強く

示唆される。

平均周波数の変位の意味をより明らかとするため、今、x(t)が、近接する二つ

の周波数を有する２つの単振動の合成波:

x(t) = a1 sin(2πf1t) + a2 sin (2πf2t) , (a1 ≥ a2, f1 ' f2) (4.22)

である場合を考える。a1 = a2のとき、

fmean ' (f1 + f2)/2 (4.23)

であり、a1 À a2のとき、

fmean ' f1で (4.24)

あることからわかる様に、fmeanは二つの単振動の強度比に応じて変化する。

平均周波数のこうした特性から考察して、∆f もしくは fLPRM.nの空間分布に

は、領域振動の全炉心振動に対する相対的な強度が反映されており、さらに、こ

れと整合する分散の空間分布を持つ各 LPRMの自己位相速度 (APV)も領域振動

と全炉心振動の強度比が反映されていると考えられる。
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表 4.2: Variance of auto-phase velocity σ2
APV , and mean frequency estimated from

the auto-phase in the Forsmark case-4 data obtained by dynamical phase analysis.

LPRM No. σ2
APV Mean Frequency(Hz)

1 0.080 0.488 ± 0.002

2 0.069 0.492 ± 0.002

3 0.034 0.484 ± 0.002

4 0.052 0.484 ± 0.002

5 0.228 0.508 ± 0.002

6 0.237 0.512 ± 0.002

7 0.240 0.508 ± 0.002

8 0.166 0.500 ± 0.002

9 0.226 0.512 ± 0.002

10 0.152 0.517 ± 0.002

11 0.412 0.525 ± 0.002

12 0.364 0.543 ± 0.002

13 0.348 0.512 ± 0.002

14 0.393 0.508 ± 0.002

15 0.157 0.512 ± 0.002

16 0.046 0.512 ± 0.002

17 0.148 0.488 ± 0.002

18 0.173 0.500 ± 0.002

20 0.139 0.500 ± 0.002

21 0.485 0.525 ± 0.002

22 0.272 0.568 ± 0.003
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図 4.20に、∆f と振幅Rの最頻値 (Rmp)の関係を示す。図から、∆f とRmpに

は相関があり、∆fが負側に大きくなる程、振幅Rmpが増大する。この相関は、図

4.4(c)に示した、領域振動の片側の半分で LPRM振動の振幅が大きい状況に対応

している。また、ICAの結果の全炉心振動（信号 1）の空間分布（図 4.6）からわ

かるように、∆f は、全炉心振動成分の振幅の大きさとも相関している。このよう

な周波数と振幅の相関関係は、両者に非線形引き込み（non-linear pulling）の関係

があることを示している。

図 4.20: Correlation between the frequency deviation ∆f and the amplitude R.
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5 空間依存性情報縮約法の開発

前章で明らかにした、出力振動の空間局所性、非線形性、揺らぎ等を的確に情報

圧縮して反映した数理モデルを作成することが、本研究の主要テーマである。的

確な数理モデルの作成は、システムのダイナミクスを十分な情報量をもって再現

する動的モデルの選定と、選定したモデルの係数などのパラメータを適切に同定

することで実行される。

BWRの不安定性振動を数理モデルを用いて表現したモデルとしては、March-

Leuba[8]が示した、炉心全体を一点とする集中定数系の簡易 BWR出力振動モデ

ルが有名であるが、本研究で開発したモデルは、従来のモデルに比べて以下の点

で大きな新規性を有している：

(a)観測データに含まれる揺らぎ特性をも再現するモデルである；

(b)本研究においても集中定数系の動的モデルを用いるが、空間局所ノード (LPRM

観測データ)毎に、パラメータを偏見無く推定している。この結果、推定されたパ

ラメータに観測された出力振動の空間依存性情報が縮約されて表現されることに

なる。

さらに、ダイナミクスモデルの作成と、パラメータの同定方法について、本研

究の手法は、以下のような特長を有する:

(c)計測データの挙動のみからの現象論的な理解のもとに動的モデルを構築する;

(d)モデルの係数等のパラメータは、観測データから得られる情報のみによって推

定する

これら (c)と (d)の特長は、現象のメカニズムの本質が明らかでない事象に、本

研究で開発した手法が広範に適用できる可能性を与えるものといえる。

5.1 空間局所ノード確率複素振動モデル

本研究では、本章冒頭の (a)と (b)の特長を有する振動モデルとして、複素変数

(A(t) = R(t) exp(iΦ(t)))に関しての、以下のような確率複素標準モデルを基本と
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する：

dA(t)/dt = iω0A + aA− (br + ibi)|A|2A + cA∗ + AF (t) + G(t) (5.1)

ここで、ω0は発振周波数、a(> 0), br(> 0), bi, cは実数係数、F (t), G(t)は雑音項

であり、A∗は、複素変数Aの複素共役を意味する。同モデルは、計測データの挙

動の観察から、現象の背景となる物理的状況として、Hopf分岐点の近傍のダイナ

ミクスを暗黙に仮定したものである。実際、同モデルの雑音項および対称性を破る

項 (cA∗)以外の部分は、Van der Pol方程式の発振点近傍の近似から導かれる複素

Ginzburg-Landau (CGL)方程式の特別な場合となっている。[26]（付録Ａ参照）

金野らは、この形の確率複素標準モデルを用いて、日本原子力研究所の安全性

研究炉 (NSRR）で観測された出力の不規則揺動のメカニズムの解明 [27]、相乗性

雑音がBWR安定性に及ぼす影響の考察 [20]等を実施した。これらの研究により、

複雑な原子炉の出力揺動現象を、比較的少数のモデル係数を有する集中定数型の

数理モデルで考察することの有用性が示された。本研究では、これらの研究成果を

さらに発展させて、本章の冒頭に述べたような特長を持つ数理モデルを開発した。

開発においては、計測データのみの情報から如何にしてモデル係数を同定する

のかということが最大の課題となった。式 (5.1)の確率複素標準モデルは、複雑な

現象を、モデルパラメータ５個および雑音項 2項に高度に縮約したモデルではあ

るが、現実的な係数同定問題としては、５個の係数（雑音項の特性パラメータも含

めると７個以上）を推定することは難しい。一方、モデル化の対象とする実現象に

おいては、式 (5.1)の標準モデルの全ての項が必ずしも存在するわけではなく、ま

た存在したとしても必ずしも現象に有意に寄与しているわけでない。したがって、

適用対象とするデータの特性に即して、式 (5.1)から、必要な項のみを適切に選択

すれば、推定すべき係数の数を減らすことができる。本研究では、観測データの

PDFと後述する複素振動モデルの理論PDFの比較、現象論的な考察などを経て、

標準モデルから、非線形項の複素係数、相加性雑音項及び対称性を破る項を削除

した、以下の形の相乗性雑音型確率複素振動方程式（以下この方程式を「基本確
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率複素振動モデル」称することとする。）をモデル化の基本式とした：

dA(t)

dt
= iω0A + aA− b|A|2A + AF (t) (5.2)

ここで、複素雑音F (t) ≡ Fx(t) + iFy(t)の実数部Fx、虚数部Fyは、各々、平均ゼ

ロ、強度 2Dの互いに独立なガウス性白色雑音であると仮定する。

式 (5.2)の基本確率複素振動モデルの大きな特長は、近似無しに、これを下記の

振幅と位相周波数の方程式に分離できることである：

dR

dt
= aR− bR3 + RFR(t), (5.3)

dΦ

dt
= ω0 + FΦ(t) (5.4)

ここで、FR(t) = cos Φ ·Fx(t) + sin Φ ·Fy(t)、FΦ(t) = − sin Φ ·Fx(t) + cos Φ ·Fy(t)

となるが、これらは、平均がゼロ、強度 2Dのガウス性白色雑音と見なすことがで

きる。

振幅Rの式（式 (5.3)）の Fokker-Planck(FP)方程式は、

∂

∂t
f(R, t) = − ∂

∂R
{[(a + D)R− bR3]f(R, t)}+ D

∂2

∂R2
{R2f(R, t)} (5.5)

となる。ここで、式の右辺第２項は、式 (5.2)の相乗性雑音項 AF (t)に対応する

Wong-Zakai[28]の雑音補正項である。式 (5.5)の FP方程式を定常状態について解

くと、振幅Rの理論確率密度分布が以下のRayleigh分布となることが分かる：

fth(R; γ, β) = W0 exp
[
(γ − 1) ln R− βR2

]
= W0R

γ−1 exp
(
−βR2

)
(5.6)

ここで、

γ = a/D, β = b/(2D) (5.7)

である。ただし、確率統計の教科書等でRayleigh分布と呼ばれる確率分布は、式

(5.6)で、γ = 2とした式であるが、本研究では、γの値にかかわらず、式 (5.6)の

分布を一般化されたRayleigh分布と称する。一方、Φの理論PDFは、式 (5.4)の

FP方程式：
∂

∂t
g(ϕ, t) = D

∂2

∂Φ2
g(ϕ, t) . (5.8)
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から、その PDFは、

fth(Φ) =
1

2π
(5.9)

の一定値となることが分かる。

確率複素振動方程式は、物理的にはVan der Pol方程式とほぼ同等のリミットサイ

クル振動を表現する。　本研究で確率複素振動方程式用いる理由は、式 (5.6),(5.9)

に示される様に、システムの揺らぎ特性（PDF）と動的モデルの係数の関係が解

析的に得られることにある。後で 5.3節に示すように、本研究では、観測データ

の揺らぎ特性に着目して、モデルパラメータの推定を行っているが、式 (5.6),(5.9)

のような解析式が得られたことが、偏見のない推定手法が開発可能となった鍵で

ある。

5.2 モード結合型確率複素振動モデル

本研究の基本確率振動モデルは、式 (5.2)を見ても明らかな様に、基本的には単

一の主振動周波数を有する振動モデルである。しかるに、このモデルを適用する

FORSMARKプラントの安定性データは、４章の評価のから明らかなように、主

周波数が微小に異なる全炉心振動と領域振動の混合振動でああり、基本確率振動

モデルを適用することの適切性や適用する場合の各モデル係数への影響を事前に

検討しておく必要がある。本研究では、二つの振動モードが存在する場合の最も

簡単な場合の複素確率振動モデルとして、以下の様な、二つの振動方程式の線形

結合モデルを考察した：

dA0

dt
= iω0A0 + a0A0 − b0|A0|2A0 + A0F0(t) + k(A1 − A0), (5.10)

dA1

dt
= iω1A1 + a1A1 − b1|A1|2A1 + A1F1(t)− k(A1 − A0) (5.11)

ここで、ω0, ω1は、各々、二つの振動モードA0(t), A1(t)の主振動数であり、kは

両振動モードの実数結合係数である。さらに、係数 a0, b0, a1, b1は、いずれも式

(5.2)と同様な実数係数であり、また、雑音 F0(t), F1(t)も、式 (5.2)と同様に、そ
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の実数項と虚数項が、各々、平均値ゼロ、強度 2Dを有するガウス性の白色雑音で

ある。

もし、A0と A1が互いに独立であり、かつ雑音項を考慮しないのであれば、厳

密解、

A0(t) = R0e
iω0t, A1(t) = R1e

iω1t, (5.12)

が得られる。ここで、R0 =
√

a0/b0, R1 =
√

a1/b1は、A1, A2の各々の振幅であ

る。いま、全体の振動は、A0が支配的である（すなわち、R0 À R1）とする。こ

こに、隷従化原理 [29]を適用すると、断熱近似により、dA1/dt = 0とすることが

できる。この結果、式 (5.11)から、A1の第一近似として下記を得る：

A1 ≈ α1A0 + α2|A0|2A0 (5.13)

ここで、α1(= α1r + iα1i)とα2(= α2r + iα2i) は複素係数である。式 (5.13)をA0の

式 (5.10)に代入することによって、A1を同式から消去すると、

dA0

dt
= iωLA0 + arA0 − (br + ibi)|A0|2A0 + A0F0(t) (5.14)

となる。ここで、ωL ≡ ω0 + kα1i, ar ≡ a0 + kα1r, br ≡ b0 + kα2r bi ≡ kα2i であ

る。式 (5.14)は、二つの振動モードの干渉がある振動系を一つの複素確率振動方

程式で表現した場合、非線形項に複素係数を考慮しなければならないことを示し

ている。さらに、式 (5.14)を振幅Rと位相周波数 Φの式に分離して表現すると、

下記のようになる：
dR

dt
= arR− brR

3 + RFR(t) (5.15)

dΦ

dt
= ωL − biR

2 + FΦ(t) (5.16)

ここで、〈FR(t)FR(t′)〉 = 〈FΦ(t)FΦ(t′)〉 = 2Dδ(t− t′) である。ここに示された振

幅Rの式 (5.15)は、前述した基本確率振動式の振幅の方程式と同形であり、その

PDFは、基本確率振動式と同じく一般化されたRayleigh分布となる。これに対し、

位相周波数Φの式 (5.16)には、基本確率振動式と異なり、非線形項の複素係数 bi

によって振幅Rの干渉項が出現している。すなわち、位相周波数は、複素非線形
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項係数 biを通じて、振幅Rと相関が生じる。これは、4.5の逐次位相解析で見出

した、∆fとRmpの間の相関と整合する知見である。位相周波数Φ(t)のPDFを式

(5.16)から解析的に求めることは困難である。そこで、式 (5.16)の振幅Rに、さ

らに平均場近似、

R2 ≈ 〈R2〉 ≈ R2
mp (5.17)

を行うと、位相周波数の方程式として下記を得る：

dΦ

dt
= ω0 + mi + FΦ (5.18)

ここで、

mi = k(α1i − α2iR
2
mp) (5.19)

である。ここで得られた式 (5.19)は、振幅と位相周波数の相関を近似的に表す式

といえる。

式 (5.15)と (5.18)を結合し、さらに、変数A0の表現の再定義:A0 ≡ Aと係数の

表現の再定義:ar ≡ a, br ≡ b and F0 ≡ F を行えば、下記の確率振動方程式を得る：

dA

dt
= i(ω0 + mi)A + aA− b|A|2A + AF (t) (5.20)

以上の導出過程は、下記のようにまとめられる。式 (5.10)と式 (5.11)で表され

る線形結合した振動は、式 (5.14)のような非線形項に複素係数を有する単一の複

素確率振動方程式で近似的に表すことができる。さらに、複素非線形項の影響を

平均的な強さで近似すると、その影響は、周波数偏移miとなって表現され、複素

確率振動方程式は式 (5.20)となる。この方程式は、見かけ上、周波数偏移miが加

わっていることのみが基本複素確率振動方程（式 (5.2)）と異なる。従って、その

振幅と位相周波数のPDFの導出は、前節 5.1での検討がそのまま適用でき、得ら

れるPDFも、基本確率振動方程式の理論PDFと同形になる。すなわち,振幅Rに

ついては、式 (5.6)で表される一般化されたRayleigh分布、位相Φ(t)については、

[−π, π]区間の一様分布（ 1
2π
の一定値）となる。
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5.3 実データを用いたモデルパラメータの同定手法

本研究では、確率複素振動式 (5.20)を BWR安定性データへ適用し、そのモデ

ルパラメータを同定した。同定の手順は、実測データの統計的な情報から、同式

の理論 PDFパラメータを同定し、次いでその PDFパラメータの値をもとに式の

係数および雑音強度を同定するという２段階である。

5.3.1 理論PDFパラメータの同定

確率複素振動式 (5.20)の振幅Rの理論PDFパラメータを振幅についての計測結

果 (4.4参照)の統計的な特性と理論PDFの対応から決定する。PDFのパラメータ

は、PDFの分布形が既知である場合には、最尤法によって求めることができるこ

とは良く知られているが、本研究の対象とするデータの実測PDFについては、そ

の PDF形を予測するような情報は与えられていない。しかし、PDF形を一般化

されたRayleigh分布と仮定して最尤法によってパラメータ推定を試み、もし、そ

の結果が実測PDFと良い一致を見れば、その分布形の仮定と同定したパラメータ

の適切性を示すことができ、さらには、その値を、確率複素振動式の振幅Rの理

論 PDFのパラメータの値として採用することができる。以下に、最尤法による、

実測データからのパラメータ推定式の導出を示す：

実測振幅データRj (j = 1, 2, .., N)が与えられた場合、式 (5.6)に示した様な理論

Rayleigh分布 fth(R; β, γ)の尤度関数は、

L(β, γ) =
N∏

j=1

2β
γ+1
2

Γ(γ+1
2

)
Rγ−1

j e−βR2
j (5.21)

であり、その対数尤度は、

`(β, γ) = N ln 2+
N(γ + 1)

2
ln β−N ln Γ(

γ + 1

2
)+(γ−1)

N∑

j=1

ln Rj−β
N∑

j=1

R2
j (5.22)

で表される。従って、PDFパラメータ β, γの最尤推定値 β̂, γ̂は、以下の式の解で

与えられる：
∂`(β, γ)

∂β
= 0 及び

∂`(β, γ)

∂γ
= 0 (5.23)
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この結果、以下の関係式を得る；

〈R2〉 ≡ 1

N

N∑

j=1

R2
j =

γ̂ + 1

2β̂
(5.24)

〈ln R〉 ≡ 1

N

N∑

j=1

ln Rj = ψ(
γ̂ + 1

2
)− 1

2
ln β̂ (5.25)

ここで、ψ(z) = d ln Γ(z)/dz は特殊関数（ダイ-ガンマ関数）であり、これらの式

を用いてパラメータを推定するにはニュートン法などを用いた数値計算が必要にな

る。しかし、Konnoら [30]は情報幾何理論からも最尤法と同じ形の実測値とPDF

パラメータの関係が導かれることを示す過程で、高次の統計量 〈R2 ln R〉を利用す
ると、実測振幅Rと PDFパラメータ γ, βの関係は、以下のようにさらに簡単に

なることを示している；

〈
R2 ln R

〉
−

〈
R2

〉
〈ln R〉 =

1

2β
,
〈R2 ln R〉
〈R2〉 − 〈ln R〉 =

1

γ + 1
(5.26)

したがって、理論PDF(5.6)のパラメータ γ,βは、上記２式を用いて、簡単な代数

計算を用いて実測データから求めることができる。

5.3.2 確率複素振動方程式パラメータの同定

理論 PDFのパラメータの同定を行った後、得られた理論 PDFのパラメータの

値等を利用して、確率複素振動方程式 (5.20)のパラメータの同定を行う。まず、同

式の ω0は、逐次位相解析で求めたAPRMの平均周波数とし、周波数偏差miは、

各LPRMの平均周波数とAPRMの平均周波数の差∆fiを用いて、mi = 2π∆fiで

決定する。次いで、パラメータ a, bおよびDについては、これらのパラメータと

PDFパラメータ γ, βの関係を示す、式 (5.26)で推定した β, γの値を拘束条件と

して式 (5.7)を用いてパラメータを推定することになる。しかし、推定すべきパラ

メータは a, b, Dの３個であり、式 (5.7)の２個の情報だけでは a, b, Dの絶対値を

推定できない。そこで、式 (5.7)の関係に、確率複素振動方程式 (5.20)の直接数値

シミュレーションを併用して a, b, Dの絶対値を同定する手法を考案した。具体的

には、複素振動モデルの揺らぎ特性の重要な統計量である自己相関関数および振
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幅Rの分散が、雑音強度Dの変化に対して、互いに相反する動きをすることに注

目し、以下の指標ERRを定めた：

ERR =

∑N
n=1(Csim(nTp)− Cmes(nTp))

2

∑N
n=1 Cmes(nTp)2

+
(σRsim − σRmes)

2

σ2
Rmes

(5.27)

ここで、Csim(nTp), Cmes(nTp)は各々数値シミュレーションと実測データの相関関

数の n番目のピーク値である。また、σRsim, σRmesは、各々数値シミュレーション

と実測データの振幅Rの標準偏差である。D, a, bの値によるERR変化を探索し、

これが最小値となる数値シミュレーション結果を与える a, b, Dを最適な値として

同定する。
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5.4 確率複素振動モデルのパラメータ同定結果およびその妥当性

前節 5.3の手法を用いて、各LPRMのデータの理論PDFパラメータ γ,βおよび

確率複素振動モデル（式 (5.20)）の係数を同定した。理論PDFパラメータ γ,βの

同定値を、表 5.1に示す。同定した γの値は約 1.9～4.2の間, βの値は約 0.07～1.6

の間に分布する。これらの値は、ランダムな分布ではなく、明確な空間依存性や

相互の相関を有する。これについては、後節 5.5で、別途考察する。

表 5.1: Estimated values of γ and β for the Rayleigh distribution.

LPRM No. γ β

1 3.47 2.87E-01

2 3.74 1.60E-01

3 4.17 9.45E-02

4 3.60 7.43E-02

5 2.78 3.06E-01

6 2.67 2.11E-01

7 2.44 2.82E-01

8 2.18 2.52E-01

9 2.48 7.72E-01

10 2.18 5.40E-01

11 2.37 6.01E-01

12 1.92 2.12E-01

13 2.63 7.29E-01

14 2.60 4.39E-01

15 2.65 3.12E-01

16 2.61 1.63E+00

17 3.00 3.34E-01

18 3.01 1.96E-01

20 2.26 1.63E-01

21 2.51 4.81E-01

22 2.07 2.23E-01

同定値を用いた理論PDF(Rayleigh分布）と実測PDFの比較を図 5.1に示す。こ

れらの図から、LPRM5や LPRM12, 22などの一致が相対的には良くないが、全
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般的には、各 LPRMの実測PDFと同定したパラメータ値を用いた理論PDFは極

めてよく一致することがわかる。なお、LPRM5の実測 PDFは、形状としては、

理論 PDFに相似であり、両者の不一致は何らかの原因で理論 PDFパラメータの

推定精度が悪くなったためと考えることができるのに対し、LPRM12,22について

は、形状そのものが理論PDF(Rayleigh分布）とやや異なる様に見える。図 5.2に

位相周波数の実測PDFと理論PDFの比較を示す。実測PDFには非一様な傾向が

認められ、厳密には、一様分布となる理論PDFとは一致しない。このことは、厳

密には、複素標準確率振動式を基本確率複素振動式に簡略化する過程で削除した

項の影響が無視できないことを示しているが、理論 PDFが実測 PDFと大きく乖

離する程の影響はない。

同定したPDFパラメータの値をもとに、確率複素振動モデル（式 (5.20)）の係

数の同定を行った。同定は、5.3.2節に述べた、数値シミュレーションを併用した方

法で行った。図 5.3は、１つのLPRMデータについて、係数を同定する過程におけ

る同定指標ERR（式 (5.27)）の値の推移を示したものである。この例では、ERR

が最小値となる雑音強度Dを 0.27と同定し、その値をもとに式 (5.7)を用いて係数

の値を a = 9.71× 10−1, b = 4.01× 10−2と決定した。各 LPRMデータのパラメー

タ同定結果を、表 5.2に示す。同定された値は、係数 aについては、LPRM22を

除き、ほぼ 0.8～1.0の範囲にあり、ばらつきは小さいが、係数 bについては、0.04

～1.2の間の比較的広い範囲にばらついていることがわかる。また、雑音強度 D

はLPRM12とLPRM22を除き、0.26～0.39の間に分布する。同表には、実測およ

び同定データを用いた数値シミュレーションによる減幅比 (DR)と振幅の最頻値

(Rmp)も示しているが、実測値とシミュレーション結果は、LPRM22と 12を除い

てはよい一致を示している。

図 5.4に周波数偏移miとシミュレーションによる振幅 (Rmp,sim)の関係を示す。

この結果は、実測による周波数偏移∆f と振幅 (Rmp)の関係（図 4.20）をよく再

現している。これらのことから、指標ERRを用いた係数同定手法が妥当であると

考えられる。同定した係数値の空間依存性や相互の相関は、後節 5.5で、別途考察
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図 5.1: Comparion of the measured PDF of R and the theoretical PDF(Rayleigh

distribution), the parameters for the theoretical PDFs are identified by the method

decribed in the section 5.3.1.
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図 5.1: (continued)
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図 5.1: (continued)
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図 5.2: Comparion of the measured PDF of Φ.

66



図 5.2: (continued)
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図 5.2: (continued)
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表 5.2: The identified values of the parameters a, b, D and mi in Eq.(5.20), and

simulation results of the decay ratio(DR) and the most probable value of amplitude

R (Rmp) with the identified values. The DR and Rmp from measured LPRM data

are also listed for the convenience of comparison with simulated ones.

LPRM Identified Values Simulation Measurement

No. a b D mi DRsim Rmp,sim DR Rmp

1 1.01E+00 1.66E-01 0.29 -9.90E-02 0.79 2.20 0.81 2.01

2 1.05E+00 8.95E-02 0.28 -7.48E-02 0.80 3.03 0.84 2.69

3 1.08E+00 4.92E-02 0.26 -1.23E-01 0.82 4.30 0.86 4.04

4 9.71E-01 4.01E-02 0.27 -1.23E-01 0.81 4.41 0.86 4.06

5 8.89E-01 1.96E-01 0.32 2.57E-02 0.76 1.77 0.72 1.65

6 8.53E-01 1.35E-01 0.32 5.19E-02 0.76 2.11 0.72 2.06

7 8.07E-01 1.86E-01 0.33 2.57E-02 0.74 1.66 0.71 1.63

8 8.72E-01 2.01E-01 0.40 -2.53E-02 0.67 1.54 0.65 1.64

9 9.16E-01 5.71E-01 0.37 5.19E-02 0.70 0.99 0.66 1.13

10 8.71E-01 4.32E-01 0.40 7.85E-02 0.67 1.05 0.64 1.02

11 9.23E-01 4.69E-01 0.39 1.33E-01 0.68 1.10 0.64 1.09

12 9.23E-01 2.03E-01 0.48 2.48E-01 0.58 1.44 0.64 1.60

13 9.48E-01 5.25E-01 0.36 5.19E-02 0.72 1.04 0.67 1.08

14 9.36E-01 3.16E-01 0.36 2.57E-02 0.71 1.34 0.66 1.39

15 9.54E-01 2.24E-01 0.36 5.19E-02 0.72 1.60 0.66 1.70

16 9.38E-01 1.17E+00 0.36 5.19E-02 0.72 0.70 0.65 0.69

17 9.29E-01 2.07E-01 0.31 -9.90E-02 0.76 1.84 0.78 1.81

18 9.33E-01 1.21E-01 0.31 -2.53E-02 0.77 2.41 0.78 2.20

20 8.80E-01 1.27E-01 0.39 -2.53E-02 0.68 1.94 0.64 2.07

21 9.78E-01 3.75E-01 0.39 1.33E-01 0.68 1.25 0.63 1.28

22 1.26E+00 2.72E-01 0.61 4.03E-01 0.50 0.51 0.52 1.87
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図 5.3: An example of the trend of ERR with the value of the noise strengh D. The

trends of the coefficients a and b, which are estimated by eq.(5.7) with the D, are

also plotted. The optimized values of the a and b are dtermined as a = 9.71×10−1

and b = 4.01× 10−2 with the optimum value of the D(= 0.27) in this example.
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する。

図 5.4: Correlation between the frequency shift and the most probable amplitude;

(a) Measured data; (b) Simulation results.

以上のことから、

(a)採用した確率複素振動モデルは、揺らぎ特性を記述するシステムの動的モデル

として妥当なものであり、

(b)開発した手法によるパラメータ同定は、物理的も妥当である

と結論できる。

なお、LPRM12およびLPRM22については、実測、シミュレーションとも他の

LPRMデータの非線形引き込みの関係とは異なる特異な傾向を示している。この

事実と、これらのデータについての理論PDFと実測の乖離傾向、数値シミュレー

ションと実測の不一致傾向を考慮すれば、これらのデータについては、他のLPRM

とは、やや異なる物理現象が発現している可能性がある。
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5.5 モデルパラメータの空間依存性・相互関係

前節で同定した空間の各ノード（LPRM計測点）毎の観測データのPDF及び確

率複素振動モデルのパラメータには、中性子ゆらぎの特性が縮約されて反映され

ているはずである。本節では、同定したパラメータの空間依存性を明らかとする

とともに、各パラメータの挙動やパラメータ間の依存性の考察を行い、システム

の特性を検討し、非線形性や揺らぎがシステムダイナミクスに及ぼす影響を明ら

かにする。

5.5.1 PDFパラメータの空間依存性とシステム動特性との関係

同定したPDFパラメータ γ及び βは、明確な空間依存性を示すと同時に、シス

テム動特性の指標と強く相関している。図 5.5に、γ, γ/βの原子炉内の空間分布

を、システム動特性指標（減幅比（DR）,振幅の最頻値（Rmp））と同時に示す。

γ及び γ/βは、原子炉の片側（図 5.5においては、右側）に偏って大きい値をとる

ことが明らかである。これと同時に、γとDRの空間分布は互いに相似的であり、

γ/βとRmp空間分布も互いに相似であることがわかる。図 5.6、図 5.7に、γとDR

の相関及び γ/βとRmpの相関を図示する。いずれも強い相関があることが明らか

である。

これらの相関のうち、γ/βとRmpの間の相関と、振動系のシステムダイナミク

スとの関連は明確である。式 (5.7)より、γ/β = 2 a/bであることから、γ/βとRmp

の間の相関には、振幅Rの大きさが、確率複素振動モデルの振幅増加項の係数 a

と非線形振幅減衰項の係数 bの相対比に支配されることが反映されていることは

明らかである。

一方、γとDR相関とシステムダイナミクスとの関連は、γ/β-Rmp相関のよう

に単純な関係で示すことは困難である。なぜなら、3.3に述べたように、非線形振

動系においては、DRと振動系のダイナミクスとの関連自体が明らかではないか

らである。本研究では、一般化されたRayleigh分布パラメータ γの持つ物理的な

意味から、γ-DR相関の意味の考察を試みる。
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図 5.5: Spatial distribution of the PDF parameters, DR and Rmp in the Forsmark

core.

振幅がRayleigh分布となる揺らぎ現象は、無線通信の分野で古くから知られてお

り、現在でも携帯電話における反射波の干渉の影響を排除する技術に応用されてい

る。Rice[31]は、その技術の端緒となった、無線通信に含まれる雑音の研究を行う

過程で、Rayleigh分布発現の機構を明らかにしている。それによれば、揺らぎ信号

x(t)およびy(t)が各々、同じ分散の大きさを持つ正規分布に従う確率振動であり、か

つ両分布が互いに独立である場合には、信号A(t) = R(t) exp [iΦ(t)] (= x(t)+iy(t))

の振幅R(t)の PDFは、γ = 2の値をもつ Rayleigh分布になる。(付録Ｂ)すなわ

ち、γ = 2の値をもつRayleigh分布は、信号 x(t), y(t)の独立性と正規分布性の結

果発現する。したがって、パラメータ γは、信号の正規性からのずれならびに独

立性の指標となる。

本研究でR(t)を求めた、x(t), x(t + τ)の関係は、理論的には、ほぼ無相関では

あるが互いに独立ではなく、γの値は 2にはならない。しかし、本研究で同定した

LPRMデータの γは、約 2～4に間に分布しており、γ = 2の近傍の値をとるもの
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図 5.6: Correlation between the parameter γ and DR.
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図 5.7: Correlation between the γ/β and the most probable amplitude Rmp.
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も存在する。図 5.8に、γ = 4.17の値をとる LPRM4データ及び γ = 2.51の値を

とる LPRM21データの x(t),x(t + τ)の相関図を示す。LPRM1データの相関図で

は、x(t),x(t + τ)は揺らぎのある軌道運動を示しており、両者が独立ではないこと

は明確である。しかし、LPRM21データの相関図では、軌道運動は揺らぎの中に

埋没しており、位相運動の点の分布もほぼ正方形となっており、両者の独立性が

事実上高くなっていることがわかる。

図 5.8: Two dimensional orbit by x(t) and x(t + τ); (a) LPRM1; (b) LPRM21.

図 5.9に、γの値の順番に LPRMデータの揺らぎのPDFを示す。これらの図か

ら明らかなように、γの値が２近傍のデータは、Riceの理論から予測されるよう

に、その PDF形は正規分布に近い形となっており、γ の値の増大に伴って PDF

がより平坦な形状をとるようになる。図 5.8の議論から、γ = 2近傍の値をとる

LPRMデータにおいては、不規則揺らぎの大きさが相対的に単振動的な振動に対

して大きいことが明らかである。

一方、振幅Rの PDFに γ > 2となる高次項を発現させる最適な xの PDFの構

造がどのようなものになるかの理論的な解明は、今後さらに研究を要するが、定性

的には、γの値が大きいほど、LPRM信号のPDFは、単振動のPDF(正負の振幅

値を頂点とする凹型)に類似な形状になると考えられる。以上のことから、γ-DR
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図 5.9: PDFs of the LPRM signals. The PDF of the normal distribution is also

plotted with the dashed line in each figure for comparison.
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の相関は、LPRM信号が不規則揺らぎからよりはっきりとした単振動的な振動に

なっていくのに相関して、システム安定性指標であるDRが低下してくことを表

している。

以上の検討から、γの値が 2よりも大きくなり、LPRM信号のPDFが正規分布

から乖離してより単振動的なPDFになる程、DRも減少し、システムの安定性が

より低下していくことが明らかとなった。しかし、この事実は、γの値が 2付近の、

PDFがほぼ正規分布の場合のシステムが安定性についての情報を示すものではな

い事に注意する必要がある。すなわち、LPRM信号のPDFが正規分布であれば、

システムの安定性も一意に決定され、変化がないのか、あるいは、PDFが正規分

布であっても、その背後にシステムの多様な安定性の変化が潜んでいるのかにつ

いては明らかにしていない。これについては、次節でさらに検討する。

5.5.2 確率複素振動モデルパラメータとシステム動特性との関係

表 5.2から読みとれるように、同定した確率複素振動モデル（式 (5.20)）の振幅

増加項の係数 aの多くが 0.9～1程度であり、大きな空間依存性は認められないの

に対し、非線形振幅減衰項の係数 bには大きな空間依存性が認められる。したがっ

て、前節 5.5.1で指摘した γ/β(∝ a/b)とRmpの相関は、基本的には減衰係数 bと

振幅Rmpの相関関係を示している。実際に bとRmpの関係を図示すると、図 5.10

の様になり、両者の間には明確な相関が存在する。

一方、減衰係数 bとDRの関係は、図 5.11で示されるものとなる。同図に示さ

れているように、b < 0.2の範囲では、bとDRは相関あるが、b > 0.2の範囲では

係数 bとDRは大きな相関はなく、DRは約 0.6-0.7の値で一定となる。このこと

は、b > 0.2の範囲では、システムの減衰特性 bの変化、すなわちシステムの安定

性の変化はDRの変化としては検出されないことを意味する。前節 5.5で述べた

ように、DRが約 0.6-0.7の値は、PDFパラメータ γの値が 2に近接する範囲であ

り、LPRM信号のPDFが正規分布に近くなる範囲と重なっている。図 5.10に、同
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図 5.10: Correlation between the coeffcient b and the most probable amplitude

Rmp. The theoretical curves by eq.(5.28) are also plotted with the dotted and

dashed lines.
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定した係数及び雑音強度Dの範囲をほぼ包含する b-Rmpの理論曲線（付録Ｃ）:

Rmp =

√
a−D

b
(5.28)

と実測値を同時に示す。同図から、理論曲線は実測値に良く一致することに加え

て、同定された雑音強度Dの範囲では、b-Rmpの相関特性は、雑音強度には大き

く影響されない。これに対し、b-DRおよび b-Dの関係を示した図 5.12から、bと

DRの相関がなくなる b > 0.2の範囲は、雑音強度が約 0.35を超え、相対的に大

きな値をとる領域とも一致する。これらの事実から、同定した減衰係数 bの値に

は、システムの雑音の影響が排除され、雑音の強度が相対的に大きくてもシステ

ム安定性の変化が反映されてているのに対し、DRはシステムの雑音の影響を受

け、LPRM信号揺らぎが正規分布に近い状況では、システムの安定性の変化を鋭

敏に示さないことがわかる。

以上の検討結果は、システムの減衰係数が大きく、相対的に雑音強度が大きい

領域では、DRは雑音の影響を受けてシステムの安定性変化を鋭敏に検出しにく

く、一定以上安定性が低下すると初めてDRにその変化が急激に現れることを示

している。この事実は、Van der Hagenら [19]が指摘した、わずかに原子炉状態

が変化しただけでDRが急激に変化する事例（3.2参照）とも整合する点が注目さ

れる。ただし、Van der Hagenらの観測したデータに、現時点では本研究で適用

した数理モデルを当てはめてはいないため、本研究とVan der Hagenらの指摘し

た事実が物理的に実際に整合するかどうかの断定的な結論は下せない。

減衰係数 bが雑音の影響を強く受けないのは、確率複素振動モデルにおいて、雑

音項の存在を明示的に考慮した上で、係数と雑音強度を同時に推定していること

により、係数とノイズの一種の分離が図られたためと考えられる。これに対して、

DRの推定は、相関関数法、AR法ともにシステム雑音を含んだ形で行っているこ

とになり、雑音の影響を強く受け、特にランダムネスが大きい正規分布に近い揺

らぎに対しては、システム特性の変化を明確に検出できないと考えられる。
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図 5.11: Correlation between the coeffcient b and the decay ratio (DR).
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図 5.12: Correlation between the coeffcient b and the noise strength D, and corre-

lation between the coeffcient b and the generalized Rayleigh distribution parameter

γ is also plotted in the same figure.
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6 空間依存確率複素振動モデルを用いた物理的メカニ
ズムの考察

５章の空間局所ノード複素確率振動モデルにより、諸特性の空間依存性、相互

作用等を明らかに出来た。しかし、このモデルは、物理的にはノード間の結合は

なく、現象の空間依存性が具体的にどのように作用して、全炉心振動や領域振動

の発現に至るのかを直接的に示すことはできない。そこで、空間局所ノード確率

複素振動モデルに一次元拡散項を導入して、ノードの空間結合の様相を検討する。

6.1 一次元拡散結合型複素振動モデル

複雑な非線形フイードバックが存在する系では、非線形項などモデル方程式の

係数は全て複素数であるCGL方程式を考える必要がある。実際、４章のデータ解

析で非線形引き込みが内在することが確認されたが、これは非線形減衰項の係数

が複素数になっていなければならないことを意味していた。５章では、パラメー

タ同定を可能とするために、複素数の非線形減衰項をさらに近似して周波数偏移

項に置き換えたが、本章では、この様な近似は行わず、CGL方程式に相乗性雑音

項と空間一次結合項（拡散項）を付加した以下のような方程式を考える：

∂A(x, t)

∂t
= (iω0 + a) A− (b + ic) |A|2A + (Dr + iDi)

∂2

∂x2
A + AF (t) (6.1)

ただし、a, b > 0, Dr > 0とする。ここで、a > 0としたのは、リミットサイクル

の存在を仮定することに対応するためであり、b > 0としたは、システムの大局的

な安定性を保証（振動振幅の有限性を保証）するためである。さらに、Dr > 0と

したのは、エネルギーの空間的な散逸を仮定するためである。
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6.2 一次元拡散結合型複素振動モデルの解析解

式 (6.1)で相乗性ノイズ項がない場合、以下の空間一様振動の解析解があること

は容易に確かめられる：

A0(t) =

√
a

b
exp

{
i
(
ω0 − ac

b

)
t
}

(6.2)

式 (6.1)は、パラメータが６個（ ω0, a, b, c, Dr, Di ）もあり、理論解析の見通

しがよくない。そこで、パラメータ数がより少ない簡単な形に変換する。A(x, t)

を、空間一様解を用いて下記の様に時間空間スケーリングする：

A(x, t) = A0(t)B(x, t) (6.3)

すると、Bに関する２個の係数 c1,c2のみを有する以下の式が得られる：

∂

∂τ
B = (1 + ic2)B − (1 + ic2)|B|2B + (1 + ic1)

∂2

∂X2
B (6.4)

ここで、

c1 = Di/Dr, c2 = c/b, τ = at, X =

√
Dr

a
x (6.5)

である。B(X, τ)をさらに、角周波数 c2で回転する座標系、

B(X, τ) = exp(ic2τ)B̃(X, τ) (6.6)

で表すと、式 (6.4)よりさらに簡素化された、B̃についての式が得られる：

∂

∂τ
B̃ = B̃ − (1 + ic2)|B̃|2B + (1 + ic1)

∂2

∂X2
B̃ (6.7)

式 (6.7)には、以下の様なソリトン（soliton）解が存在する [32]：

B̃s(X, τ) = B0s (sechKsX)1+iα exp (iΩsτ) (6.8)

ここで、B0s,Ks,Ωsは実数定数であり、下記で定義される：

K2
s = 1/(α2 + 2c1α− 1), (6.9)
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Ωs =
[
2α + c1(1− α2)

]
K2

s , (6.10)

B2
0s = (α2 + 3c1α− 1)K2

s , (6.11)

α = −β ±
√

β2 + 2, (6.12)

β =
3

2

1 + c1c2

c2 − c1

(6.13)

この解は、振動の振幅が原点付近に局在した構造を持っていることが特徴である。

さらに、NozakiおよびBekki[32]は、以下の様なドメイン・ウォール（domain-

wall）解が存在することを示した：

B̃h(X, τ) = B0h (tanh KhX) (sechKhX)iα exp (iΩhτ) (6.14)

ここで、B0h,Kh,Ωhは実数定数であり、下記で定義される：

K2
h = 1/(2− 3c1α), (6.15)

Ωh = − (2c1 + 3α) K2
h, (6.16)

B2
0h = (2− α2 + 3c1α)K2

h, (6.17)

上記の定義の中の α,βの定義は式 (6.12), (6.13)と同じである。この解は、ドメイ

ンの境界が原点付近に形成され、かつ振動の位相が空間的に変化する構造を持っ

ていることが特徴である。

式 (6.14)をもとの空間、時間変数 x,tであらわすと下記になる：

B̃h(x, t) = B0h


tanh Kh

√
Dr

a
x





sechKh

√
Dr

a
x




iα

exp (iΩhat) (6.18)

式 (6.18)の exp項に掛かる振幅にあたる項は、絶対値は x = 0を中心とする窪

んだ形状をしている（このため、式 (6.14)は、別名ホール（hole）解とも呼ばれ

る）が、振幅の符号は x = 0を境に正負が反転している。したがって、ドメイン・

ウォール解は、領域振動の形状に整合する解となっている。

以上の検討から、空間結合型複素確率振動モデル（式 (6.1)）には、空間一様振

動解及び領域振動解が存在することが確かめられた。解析解の安定性や解の共存

性などは今後の研究課題である。
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6.3 数値シミュレーションによる考察

前節 6.2では、空間結合型複素確率振動モデル（式 (6.1)）には空間一様振動解及

び領域振動解が存在することが確かめられたが、それらの安定性や併存性および

雑音が加わった場合の挙動などは、解析的に示すことは難しい。複数個（６個）あ

るモデル係数の空間依存性の効果などを考えると解析的な考察はさらに困難が予

想される。そこで、本節では、式 (6.1)の直接数値解析によって解の特性を調べた。

式 (6.1)の離散化は、ノード数 21ノード、ノード間距離 0.2mと設定し、ほぼ実

原子炉の直径と対応するように行った。解析は、まず、全ノードの係数が一様な

ケースを実施した。このケースでは、a,b,Dおよび実数拡散係数Drを適宜変化さ

せて、解析を実施した。（拡散係数の虚数項 (Di)については、本節の全ての解析

ケースにおいてゼロとしている。）これらの解析結果は、係数の値や初期値如何に

かかわらず、最終的には、振動は空間一様振動に収束している。代表例を図 6.1に

示す。すなわち、現在までのところ、係数が空間一様である場合には、振動の空

間的な特異性が発現する事例を見出せない。

次に、空間結合が比較的弱いときに、一部のノードに特異性（空間局所性、空間

不均一性）を与える解析を実施した。この場合、位相の位置依存性が発現し、特異

性の増加に従い位相差が増加することが見出された。その代表例を図 6.2に示す。

この例では、空間ノード６に他ノードとは異なる cの値を与えた場合の振動の時

空間分布が図示されている。同図に示される様に、ノード６を接点に位相の位置

依存性が発現していることがわかる。

解析の結果得られた、位置依存性のある時空間振動を、全ノードの平均成分と

その残りの成分に分離した。図 6.2の解析を対象に行った例を図 6.3に示す。図 6.3

に示される様に、残りの成分は、雑音により誘起された乱れはあるものの、中心

を境に位相が 180°異なる領域振動であることがわかる。このことから、空間結合

型複素確率振動モデルの係数に空間的な特異性を与えると、空間一様振動と領域

振動の混在と見なせる時空間振動が発現することが明らかとなった。

以上の直接数値解析の結果は、局所的なチャンネル安定性の悪化が領域振動発
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現に大きな寄与をするという既往の知識と整合する。さらに、空間位置による位相

差は、FORSMARKのCase4の実測データにも類似のパターンが認められる。(図

6.3) 以上のことから、空間結合型複素確率振動モデルは、全炉心振動および空間

振動が混在する不安定性振動を適切に情報圧縮して表現するモデルと考えられる。

空間結合型複素確率振動モデルの数値解析結果は、実炉心において、中心から

偏った一部分に局所的なチャンネル安定性の悪化があるだけで、何故、軸対称な

領域振動モードが発生するのをうまく説明できる。既往の現象論的説明では、中

心から偏った一部分に局所的なチャンネル安定性の悪化が生じた場合には、空間

的な出力分布の偏りに適合する空間モードが出現するという、局所空間モードの

存在が最初から前提とされる説明がなされてきた。しかし、この説明では、位置

や影響度合いについて多様性のある空間局所性の多くが、なぜ特定の振動モード

（一次軸対称モード）の発現を促すのかについて十分に説明していない。これに対

して、本研究の結果では、局所的な空間振動の特異性よる振動の位相の位置依存

性の発現が現象の本質であり、これを振動モードの重ね合わせと捉えて分離すれ

ば、いわゆる一様振動モードと一次軸対称領域振動モードとなるという説明が可

能となる。

実際の空間局所性の発現機構が、もともとのノード係数の特異性のみに依存す

るのか、あるいは、本来より一様なノード係数が、なんらかの自己組織化的作用

により、空間特異性を示す様になっているのかを解明するためには、今後さらに

研究を要する。
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図 6.1: Space-Time map displaying the results of eq.(6.1) with ω0 = π, a =

8.45× 10−1, b = 1.60× 10−1, D = 0.33 and c = 0 for all nodes.
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図 6.2: Space-Time map displaying the results of eq.(6.1) with ω0 = π, a =

8.45× 10−1, b = 1.60× 10−1, D = 0.33 and c = 0 for all nodes excluding node 6.

For node 6, the cofficient c has a diffrent value, c = 1.225 × 10−1, from the value

for other nodes, although other coeffcients are same as the ones for other nodes.
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図 6.3: Space-Time map for the separated signals from the oscillation depicted in

Fig.(6.2).
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図 6.4: Space-Time map displaying the LPRM signals in the upper core region of

Forsmark Case4. Spatial phase difference can be seen in this map.
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7 結論及び今後の課題

本研究では、空間依存性のある複雑な動的システムの情報圧縮法を提案／開発

した。この手法の特徴は、(i)計測された時系列データのみを用い (現象の背景と

なる物理的状況としては、ホップ分岐点の近傍のダイナミクスを暗黙に仮定して

いるだけである)、(ii)現象の複雑性を抽出するため様々な統計数理手法を駆使し、

(iii)複雑性を情報圧縮して表す比較的少数自由度の動的モデルを採用し、(iv)計測

時系列データのみの情報から動的モデルの係数を同定する、ことにある。本研究で

は、BWRの不安定性データに対して、こうした特徴をもつ手法を適用し、かつ、

不安定振動特性の物理的メカニズムの数理的な検討のための情報統合の方法とし

て有用であることを示した。

本研究は、BWRの混合発振データへの適用という点では、空間結合モデルと実

体との完全な対応と詳細なメカニズムの特定と解明に研究課題を残すが、提案／

開発した情報縮約の方法論は、脳活動に代表される生体システム等の、より複雑

と思われるシステムのゆらぎ特性の解析への適用が期待できよう。
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付録A Von der Pol方程式からのCGL方程式の導出

散逸がありかつ外力が無い条件下において、調和振動子の運動は、一般性を失

うことなく以下の２階微分方程式で表記できる（周波数は時間スケールの変更で

1に設定できるため）：
d2u

dt2
+ µ

du

dt
+ u(t) = 0 (付録A.1)

ここで、u(t)は、振動子の位置、µは系の減衰係数である。調和振動子の運動は、

式 (付録A.1)において、µ > 0であれば減衰振動、µ < 0であれば発散振動、µ = 0

であれば定常振動となることは良く知られている。

Van der Pol方程式は、調和振動子の散逸項に振動子の変位量の２乗（u2）に比

例する項が加わったものであり、下記のように表せる：

d2u

dt2
+

(
µ + 3u2

) du

dt
+ u(t) = 0 (付録A.2)

Van der Pol方程式においては、µ < 0においても、振動子の振幅が増加しても

と正のエネルギー散逸とバランスするため、振動子の運動は発散することなく、運

動は定常（リミットサイクル）振動となる。このようなVan der Pol方程式の振る

舞いは、動力学的には、µ = 0において、Hopf分岐が生じているためと解釈され

る。Van der Pol方程式は、Hopf分岐を有する非線形振動系としては最も簡素な

モデルの一つである。

式 (付録A.2)を振動子の位置変位量 u(t)およびその積分

v(t) =
∫

u(t)dt (付録A.3)

の２変数で表記すると、
du

dt
+ µu + u3 = −v(t) (付録A.4)

dv

dt
= u (付録A.5)

と表せる。
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調和振動子においては、µ = 0において振動は単振動で表されるから、Van der

Pol方程式のおいても、分岐点（µ = 0）近傍かつ非線形性の弱い範囲において、

振動解 v(t)を、

v(t) = a(t) sin ωt + b(t) cos ωt (付録A.6)

とおく。式 (付録A.6)においては、主たる時間変化は、sin, cos項に取り込まれて

おり、振動の一周期あたりの a,bの変化は少ないと考えられる。したがって、

ȧ sin ωt + ḃ cos ωt = 0 (付録A.7)

が近似的に成立するとする。式 (付録A.6)および式 (付録A.7)から、成立する関係：

u = v̇ = aω cos ωt− bω sin ωt (付録A.8)

u̇ = ȧω cos ωt− ḃω sin ωt− aω2 sin ωt− bω2 cos ωt (付録A.9)

を、式 (付録A.4)に代入し、式 (付録A.7)と連立させると、

ωȧ =
[(

ω2 − 1
)
v − µu− u3

]
cos ωt (付録A.10)

ωḃ = −
[(

ω2 − 1
)
v − µu− u3

]
sin ωt (付録A.11)

を得る。一周期中では、a,bを定数とみなして式 (付録A.10)(付録A.11)の時間平

均をとると、

ωȧ =
(
ω2 − 1

) b

2
− µ

2
ωa− 3ω3a

8

(
a2 + b2

)2
(付録A.12)

ωḃ = −
(
ω2 − 1

) a

2
− µ

2
ωb− 3ω3b

8

(
a2 + b2

)2
(付録A.13)

となる。

いま、振動の振幅Rを

R ≡ u2 + v2 (付録A.14)

で定義する。式 (付録A.6)および同式から成り立つ関係式（付録A.8）を式 (付録

A.14)に代入し、さらにHopf分岐点近傍では、ω ∼ 1であることおよび高調波項

を無視すると、以下の関係が得られる：

a2 + b2 = R (付録A.15)
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a, bは、振幅Rおよび位相Φによって以下のように定義できる：

a = R cos Φ, b = R sin Φ (付録A.16)

式 (付録A.16)の定義と、式 (付録A.12)(付録A.13)を用いると、

dR

dt
= −µ

2
R− 3ω2

8
R3 (付録A.17)

dΦ

dt
=

1− ω2

ω
(付録A.18)

を得る。

複素変数A = a + ib = R exp(iΦ)を導入すると、式 (付録A.17)(付録A.18)は、

dA

dt
= A− |A|2A +

2i(1− ω2)

−µω
A (付録A.19)

となる。（ただし、Aを
√

3ω2/(−4µ)Aで再定義している。）

式 (付録A.19)右辺の最終項について、ω = 1であることを考慮しつつ、分岐点

近傍の µで展開する。さらに、静的なバランスから、A2 ∝ −µであることを用い

ると、
2(1− ω2)

−µω
A = c1 − c2A

2 + O(A4) (付録A.20)

ここで、c1, c2は実数係数である。また、O(A4)は、Aの 4次以上のオーダの項を

表すが、これ以降の計算では無視する。

式 (付録A.20)を式 (付録A.19)に代入すると、複素ギンツブルグ・ランダウ (CGL)

方程式を得る：
dA

dt
= (1 + ic1) A− (1 + ic2) |A|2A (付録A.21)
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付録B γ = 2のRayleigh分布の導出

揺らぎ信号 x(t), y(t)で構成する複素信号

A(t) = x(t) + iy(t) ≡ R(t) exp (iΦ(t)) (付録B.1)

を考える。

式 (付録B.1)から、x, yとR, Φの関係は、

x(t) = R(t) cos Φ(t) (付録B.2)

y(t) = R(t) sin Φ(t) (付録B.3)

である。

いま、x(t), y(t)は互いに独立で、かつPDFが各々、平均 0, 分散σ2の正規分布：

P (x) =
(

1

2πσ2

)1/2

exp

(−x2

2σ2

)
(付録B.4)

P (y) =
(

1

2πσ2

)1/2

exp

(−y2

2σ2

)
(付録B.5)

を持つとする。

このとき、信号 x、yの結合確率密度 P (x, y)は、x, yの独立性から、以下で表

される：

P (x, y) = P (x)P (y) =
(

1

2πσ2

)1/2

exp

[−(x2 + y2)

2σ2

]
(付録B.6)

確率は異なる座標系でも保存されるべきであるから、結合確率 P (x, y)dxdy,

P (R, Φ)RdRdΦの間は等しくなければならない：

∫ ∞

−∞
dx

∫ ∞

−∞
dyP (x, y) =

∫ ∞

0
RdR

∫ 2π

0
dΦP (R, Φ) (付録B.7)

すなわち、

P (x, y)dxdy = P (R, Φ)R dRdΦ (付録B.8)
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の関係が成り立つ。式 (付録B.6)および (付録B.8)により、結合確率 P (R, Φ)は、

P (R, Φ)R dRdΦ =
(

1

2πσ2

)1/2

exp

(−R2

2σ2

)
R dRdΦ (付録B.9)

であることがわかる。

式 (付録B.9)から、Rの確率密度P (R)およびΦの確率密度P (Φ)は、各々下記

のように求めることができる：

P (R) =
∫ 2π

0
R P (R, Φ)dΦ =

R

σ2
exp

(
− R2

2σ2

)
(付録B.10)

P (Φ) =
∫ ∞

0
R P (R, Φ)dR =

1

2π
(付録B.11)

式 (付録 B.10)は、論文本文の式 (5.6)との比較から、γ = 2のRayleigh分布で

あることがわかる。
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付録C 振幅最頻値Rmpとパラメータ a, b, Dの関係式
の導出

振幅 Rの理論 PDFを与える、論文本文の式 (5.6)から、振幅の最頻値 Rmpと

PDFパラメータ γ, βの間には下記の関係が成り立つ。

dfth

dR

∣∣∣∣∣
R=Rmp

= W0 e−βR2

Rγ−2
[
(γ − 1)− 2βR2

]
= 0 (付録C.1)

したがって、Rmp > 0であれば、

(γ − 1)− 2βR2
mp = 0 (付録C.2)

が成り立つ。

式 (付録C.2)に、γ, βとパラメータ a, bおよび雑音強度Dの関係（論文本文の

式 (5.7)）:

γ = a/D, β = b/(2D) (付録C.3)

を代入して整理すると、振幅最頻値Rmpと a, b, Dの以下の関係式を得る：

Rmp =

√
a−D

b
(付録C.4)
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